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第 １ 章 
は じ め に 
 
第１節 研究の目的 
本研究は、特許情報を通して、組織成員のネットワーク構造と組織の知識創造の成

果や、組織構造や組織構造変革などの要因が人々のネットワーク構造の変化に与える

影響について考察することを目的としている。ここでの鍵概念は知識と人々のネット

ワークである。 
 
 

1.1 研究の背景 
近年、技術の進歩は目覚しく、私たちを取り囲む環境は絶え間ない変化を続けてい

る。こうしている間にも技術は多様化する市場にあわせ、さらに複雑な進化を続けて

いる。 
ときおり、天才的な科学者による発明や革新的な起業家による全く新しい事業プロ

セスが技術の発展を飛躍的に促進させるが、こうした創造性はこれまで個人によるも

のと考えられ、創造性に関して多くの個人特性の研究が行われてきた。 
しかし、いかに創造的な個人も高度化・細分化を続ける技術の全てを網羅すること

はできないし、多様化した個々の市場における需要を把握し、全てのバリエーション

を作り出すことも難しい。 
したがって、企業が技術開発において技術の多様性と高度化を同時に追求するため

には、それぞれの専門分野を持つ成員を効率的に配置するとともに、必要に応じて彼
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らが意見交換をできるように、彼らの間にコミュニケーションネットワークが築かれ

ている必要がある。 
そのためには、多様性と高度化の同時追求に最適なネットワーク構造を把握すると

ともに、コミュニケーションネットワークのキーパーソンについて明らかにする必要

がある。 
 
本研究の調査対象先である前川製作所が取り扱う産業用機械は、それぞれのライン

や工場ごとに必要とされる仕様が異なる。また機械の導入は企業の利益に直結するた

め、それぞれに高い技術が求められる（藤井,2002）。 
このような業界で多角化経営を行う企業は、その研究開発を組織的に行うことで、

多様な市場への対応と主幹技術の底上げ、これらを同時に追求していると考えられる。 
技術の底上げと個々の市場に適した多様性の両方を追求する企業の中で、研究開発

に携わる組織成員の間にはどのようなキーパーソンがいて、どのような関係を築いて

いるのだろうか。 
 

 

1.2 問題意識  
多様化する市場にあわせ、細分化した技術に対応するための方策として、技術の高

度化・細分化と共に、多様化したそれぞれの市場に分散して対応するためにも、分社

化や事業部制など、それぞれの市場に専門特化した、自律した小集団の集合体ともい

える組織構造が注目されている（榊原,1985; 今井・金子,1988）。 
一つひとつの需要に専門特化した小集団は、それぞれが異なる市場に対することに

より、多様な進化の可能性を追求する。また小集団が独立した会計制度を持ち、同じ

企業内で取引すら行うことで、企業内に市場的要素を取り入れることになる。 

しかし、自律した小集団を多く抱える組織は、階層の少ない比較的フラットな組織

構造を採ることが多く、こういった組織では階層の機能の一つである知識の保存が充

分には果たされない可能性があり、またそれぞれの小集団で作られた知識を組織のほ

かの部分とどうやって共有するかと言った問題も背負っている(Nonaka and 
Takeuchi,1995)。 
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組織構造は、成員のコミュニケーションネットワークを規定する要素である

(March and Simon,1958)。それでは、企業組織変革によってこのような組織構造へ

移行した場合、企業全体において知識を発案する人々の関係性や企業全体としての知

識創造の成果はどのように変化するのだろうか。 
 
本研究は、小集団の集合体へ分化し、再度小集団を統合するといった組織変革を経験した組織

を対象とすることで、組織成員が築くネットワークのキーパーソン、ネットワーク構造と知識創

造の成果のかかわりだけでなく、組織構造変革が人々のネットワークの構造に与えた影響につい

ても言及することを目的としている。 
 

 

1.3 研究の視点 
本研究は、企業における知識創造と人々のコミュニケーションネットワークの関係

に焦点を当てたものである。ここでいう知識とは個別に意味づけられた情報であり、

「信念」や「コミットメント」に密接にかかわり、ある特定の立場、見方、意図を表

している（Nonaka and 1995）。 
創造性の源泉は主観を持つ個人であり、個人がその認識を外界に発信し、自己修正

を行っていくプロセスから知識は創造される(Nonaka and Takeuchi,1995)。 
もちろん、人間一人の視点によって認識できる現象は限られているが、私たちはコ

ミュニケーションを通して互いの情報をやり取りすることでより多くの視点から現

象を認識している（Drucker,1992）。また、こうした過程で既存の知識から飛躍した

知識を創造するには、異質な視点を持つ人々との交流によってもたらされる「視座の

転換」が必要であることが知られている(Nonaka and Takeuchi,1995; 野中･平田･遠

山,2007)。 
これらのことを考えると、企業の組織構造やその周辺における人々のコミュニケー

ションネットワークは、知識創造の重要な要素である。 
そして、企業の組織構造やその変革は、公式なコミュニケーションネットワークを

規定し、非公式なコミュニケーションネットワークにも影響を与える（March and 
Simon,1958）。 
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これらのことをまとめると、人々のコミュニケーションネットワークに影響を与え

る組織構造が変化することで、ひいては企業の知識創造の成果にも影響があると考え

ることができる。（図 1）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 知識とネットワーク 
 

 
 
 
 

1.4 研究の目的とリサーチクエスチョン 
本研究の調査対象先である前川製作所は、多様化した個々の市場に分散して対応す

るため、自律した小集団の集合体とも言える「独法制」をとっている。このような組

織構造へ移行するとき、企業内全体で知識を発案する人々の間のネットワーク構造や

知識創造の成果はどのように変化していくのだろうか。 
本研究は、組織構造が人々のコミュニケーションネットワークに影響を与え、こう

したネットワークの変化が企業の知識創造の成果に影響を与えるという前提に立っ
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て、次のリサーチクエスチョンに答えることを目的とする。 
 

MRQ．企業組織において、知識創造に最適な構成員のネットワークを築くには 
どうすれば良いか。 

 
 

SRQ1.組織構成員のどのようなネットワーク構造が企業のイノベーション能力を 
増加させるのか 

SRQ2.イノベーションに最適な組織構成員のネットワーク構造は 
どのように作られるのか 

 
本研究の成果としては、以下の四点が想定される。第一には、前川製作所は記述的

な先行研究が豊富であるため、このような企業について異なる視点からの研究を行う

ことで、新たな知見を得られると考える点である。 
第二には、コミュニケーションネットワークの変化を明らかにするには、コミュニ

ケーションネットワークを時系列に沿って、長期間同じ基準で測定する必要があるた

め、これまでとは異なる調査方法を提案できる点が上げられる。 
第三には、組織におけるコミュニケーションネットワークを時系列で追い、長期間

同じ基準でその時点の企業のイノベーション能力を測定することで、どのようなネッ

トワーク構造が、企業のイノベーション能力を増加させるのか問いに答えることがで

きる点が上げられる。 
最後に、組織成員のコミュニケーションネットワークの成長（あるいは衰退）とそ

の時点の組織構造やその時点に行われた組織構造変革と照らし合わせることで、コミ

ュニケーションネットワークに影響を与える要因についても言及できる点があげら

れると考えられる。 
 

 
 
 



 11

第２節 研究の構成 
本項では、本研究の流れと今後の展開について説明する。 

 
 

2.1 研究の流れ 
図 2 は本研究の流れを示したものである。 

 

 
図 2 研究の流れ 
 

企業における構成員のコミュニケーションネットワークを調査するためには、まず

その企業の文脈を把握しなければならない（金光,2003）。そこで本研究では、記述的

な先行研究が豊富にある前川製作所を調査対象先に選んだ。 
つぎに事前調査として、先行研究レビューを行うとともに、調査対象先である前川

製作所と研究開発について特に成果を上げている組織成員についての情報を得る。さ

らに特許情報から前川製作所がこれまでに出願したすべての特許情報を抽出し、研究

開発テーマとそれにかかわる人々について把握する。 
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こうした事前調査で得た情報をもとに、独自の調査を開始する。具体的には、組織

構造とコミュニケーションの変化にかんするインタビューと、特許情報を用いてネッ

トワークの可視化によって、調査対象先における組織構造の変化とコミュニケーショ

ンネットワークの変化を明らかにする。 
さらに、可視化したネットワークについて、中心性分析と構造分析の二種類の分析

を行う。 
これらのデータを用いて、本研究が着目するネットワークの中心人物とウィークタ

イを持つ発明者の特徴について、ネットワーク構造の変化組織構造変革の関連、ネッ

トワーク構造と組織の成果の関連の三点について考察する。 
最後に、得られた発見事項からモデルを作成し、本研究のリサーチクエスチョンに

答える。 
 

 

2.2 本論文の概観と構成 
本論文は第 1 章から第 7 章までの全 7 章から構成される。第 1 章では研究の背景と

視点、分析枠組みを提示し、リサーチクエスチョンを述べた。 
続く第 2 章では文献レビューを行い、本研究が依拠する理論「知識創造」「組織論」

「ソーシャルキャピタル」について述べる。 
第 3 章では、調査対象である前川製作所と、本研究で用いる調査方法、特許情報に

よるネットワーク分析とインタビューについて詳述する。 
第 4 章と第 5 章では分析を行う。第 4 章では、ネットワークのノード（個人）とリ

ンク（関係）に着目し、ネットワークの中心人物や、知識創造に重要と思われるウィ

ークタイを持つ人はどのような人か、彼らはどのようにしてウィークタイを作ったの

かを明らかにする。 
第 5 章ではネットワークのトポロジー（構造）に着目し、ネットワーク構造と組織

の成果にはどのような関連があるのか、組織の戦略や組織構造の変化が、コミュニケ

ーションネットワークに与えた影響についても考察する。 
第 6 章ではこれらの研究結果を整理してまとめ、第 7 章ではこれまでの研究結果を

まとめて概念モデルを作成し、本研究の理論的貢献と実践的貢献について述べる。 
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第 ２ 章  
理論的背景 
本章では、本研究が依拠する理論「知識創造理論」「組織論」「ソーシャルキャピタ

ル」を中心に文献レビューを行い、研究の理論的背景を明らかにする。 

 

 

第１節 研究の分析枠組み 
本節では、研究の分析枠組みについて説明し、文献レビューの焦点をより明確にする。 
 
 

1.1 研究の分析枠組み 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 分析枠組み 
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本研究がベースとする三つの概念「組織構造」「コミュニケーションネットワーク」

「企業のイノベーション能力」の関連は図３に示すとおりである。 
 
組織構造は成員の公式なコミュニケーションを規定し、非公式なコミュニケーショ

ンネットワークにも影響を与える（March and Simon,1958)。 
したがって組織構造の変化は、コミュニケーションネットワーク構造に影響を与え、

組織成員のネットワークを介して伝えられる情報の質や量が変化することで、企業の

知識創造の成果（本研究では技術開発に携わる組織成員のネットワークを対象として

いるので、知識創造の成果を企業の（技術的な）イノベーション能力としている）に

も変化があると考える。 
 
 

第 2 節 知識 
本研究は研究開発にかかわる組織成員のネットワークとその成果を対象としてお

り、彼らの成果は特許などの知識資産に現れる。そこで本項では、まず知識について

先行研究レビューを行い、本研究で用いる知識の定義と知識創造の理論を中心に、経

営組織論における知識について理解する。 
 
 

2.1 知識の定義 
野中によると、西洋哲学における知識とは「正当化された真なる信念（justified true 

belief）である(Nonaka and Takeuchi,1995)。情報と同一視されがちな知識だが、野

中によると知識と情報の違いは以下の三点に顕著に現れる。 
 
1．知識は情報と違って、「信念」や「コミットメント」に密接にかかわり、ある特定

の立場、見方、意図を表している。 
2．知識は情報と違って、目的を持った行為にかかわっている。知識は常にある目的

のために存在する 
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3．知識と情報の類似点は両方とも特定の文脈やある関係においてのみ意味を持つ 
 
つまり、知識は人が関係性の中で作る資産であり、「個人の信念が人間によって真

実へと正当化されるダイナミックなプロセス」と捉えられる (Nonaka and 
Takeuchi,1995)。本研究でも知識についてはこの定義を採用している。 
 
 

2.2 知識の種類 
知識は暗黙知と形式知の二つに大別される(Nonaka and Takeuchi,1995)（図 4）。

暗黙知は特定の状況に関する個人的な知識であり、形式化したり他人に伝えたりする

のが難しい知識である。たとえばパースペクティブ、信念、視点などが含まれる。形

式知は形式的・論理的言語によって伝達できる知識である。特許やマニュアル、論理

式などがこれに分類される。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図 4）暗黙知と形式知(Nonaka and Takeuchi,1995 より引用) 
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2.3 知識創造 
創造性の源泉は主体を持つ人間であり、客体である環境に働きかけては自己認識の

修正を行い、過去の経験に新しい経験を加えることで常に自己を革新していくプロセ

スである(井口,1992；野中ほか,2007)。しかし、知識創造は人間一人の中でおこるよ

りも、人と人との間の社会的なプロセスを通じて起こる場合が多いことが指摘されて

いる(Nonaka and Takeuchi,1995)。 
知識創造理論において、知識はこれらの暗黙知と形式知が社会的相互作用を通じて

相互変換されることで創造される。この考え方に基づけば、知識変換は、個人の暗黙

知からグループの暗黙知を創造する「共同化」、暗黙知から形式知を創造する「表出

化」、個別の形式知から体系的な形式知を創造する「連結化」、形式知から暗黙知を創

造する「内面化」の四つのモードからなるSECIプロセスによって起こる(Nonaka and 
Takeuchi,1995)（図 5）。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

（図 5）SECI プロセス(Nonaka and Takeuchi,1995 より引用) 
 

 

2.4 知識資産 

知識資産は、知識創造のアウトプットとして作られるが、個人のスキル、ノウハウ

などの暗黙知である経験的知識資産、イメージ、シンボル、言語などを通して表現さ

れたコンセプト知識資産、ドキュメント、マニュアル、特許などシステム化された形
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式知であるシステム知識資産、日常業務での提携業務やノウハウ、組織分化などルー

ティンに落とし込まれた暗黙知であるルーティン知識資産の四種類に分類が可能で

ある(遠山,2002)。 
ドラッカーによると、知識は持続的な競争優位を作り出すために最も重要な資産の

一つである。しかし、「今やっていることの倍は知っている」といいながら生産性を

挙げるための新しい耕作方法を拒否する農民や、「もちろん知っていた。しかしそれ

は経済の話であり経営の話ではない」と語る組織のトップのように、私たちが知る多

様な専門知識は、その多くが活用されていない（Drucker,1992）。 
知識の生産性を挙げるためには、多様な専門知識を、現在向き合っている課題に結

びつけること、すなわち「結合」することが重要である（Drucker,1992）。ドラッカ

ーはさらに注意事項として、知識の結合を植林作業にたとえ「木を見て森を見ず」で

あってはならないと指摘する。つまり全体像を把握する視点と、個々の仕事を把握す

る視点、異なる視点を持つ人々の協働が必要なのである。 
 

 

 

第 3 節 組織 
本節では、組織について文献レビューを行い、ネットワークと知識創造の成果に影

響を与えると考えられる組織構造や変革などの要因について理解する。 
 
 

3.1 組織の定義 
バーナードによると、組織は「意識的に調整された二人またはそれ以上の人々の活

動や諸力の体系」と定義され、その成立には相互依存関係にある三つの要素「伝達」

「貢献意欲」「共通目的」が不可欠である（Barnard,1938）。 
組織は自然発生、個人の直接的な努力、既存の組織からの派生もしくは分離によっ

て発生するが、最初は小さなものであった組織が大きくなるほど内部に関係を増やさ

ねばならないため、大規模な組織は小規模な組織の集まりによって構成されている
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（Barnard,1938）。さらに、発生した組織が存続するためには、目的達成のための「有

効性」「能率」のいずれかが必要であり、組織の寿命が長くなればなるほど双方がい

っそう必要となると指摘されている（Barnard,1938）。 
 
 

3.2 組織の種類 
組織は、明確な目的を持つ「公式組織」と、それを持たずに続いている個人的な接

触や相互作用の総合である「非公式組織」に分類される（Barnard,1938）。「公式組

織」の事例としては企業や宗教団体などがあげられ、「非公式組織」には明確な目的

を持たずに集まった群集などがあげられる。 
しかし、継続して続けられる相互作用は非公式組織の構成員の間に一定の慣例や習

慣、制度などを確立し、非公式組織も時には「世論」や「意見の一致」のような協働

の結果をもたらすことがある。 
もう一つ付け加えるべきことは、「非公式組織」が「公式組織」の発生条件となる

ことである。つまり、「非公式組織」は何らかの刺激によって、「公式組織」を分出す

る（西口,2006）。例えば、交差点に居合わせた人々は明確な共通目的を持たないが、

互いの存在を認識し、自分の行く方向を示したり、並んで順番を待つなどの相互作用

をもつ非公式組織である。このような非公式組織の中で、誰か一人が倒れると、その

なかから幾人かの人々が協働して助けようとする、つまり（共通目的をもつ）公式組

織の分出がおこる。 
このように互いに認識し、事前に相互作用を持つことは、特に自然発生的に公式組

織が発生するためには必要な条件である（西口,2006）。 
しかし、人は目的指向であり、何らかの目的意識がなければ、相互作用を続けるこ

とが難しいため、公式組織を分出しなければ非公式組織は永続も発展も出来ない

（Barnard,1938）。交差点に居合わせた人々や券売機に並んだ人々がすぐに分散する

ように、何の目的もなしに相互作用を続けることは難しい（意味がない）。つまり、

非公式組織が一方的に公式組織の母体となるわけではなく、公式組織と非公式組織は

相互補完的な関係にあるのである（Barnard,1938）。 
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3.3 組織構造と変革 
 
（1）組織構造 

組織構造は、チャンドラーによると「企業を管理するための組織デザイン」と定義

され、組織構造は、公式のものであろうと、非公式のものであろうと二つの側面 
（様々な管理部局及び管理者の権限とコミュニケーションのラインと、これらのコミ

ュニケーションと権限のライン）を持つ(Chandler,1962)。 
組織論者であるチャイルドによれば、組織構造とは「公式の作業場の役割および公

式組織の境界を横切る活動も含めた作業活動を統制、調整する管理機構を組織構造」

である（Child,1972）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 主たる組織デザイン変数とその適合 
（出典：Galbraith and Nathanson,1978） 
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ガルブレイスはこれらを踏襲し、組織構造を「作業を生産、財務、マーケティング

などのいくつかの役割に分割し、その役割を職能、製品、地域、あるいは市場に沿っ

て職能部門や事業部へと再結合し、組織の部門内及び部門間の分化された諸役割を結

びつける作業及び情報の流れの方向と頻度」と定義して、組織構造のタイプを集権的

職能別組織、分権的事業部制組織、マトリックス組織などに分類している（Galbraith 
and Nathanson,1978）。 
なお、ガルブレイスらは分析に際し、企業が組織形態を選択することは、構造、シ

ステム、およびプロセスを全体としてデザインすることから成っているとして、これ

らの変数のかかわりを図 6 のように示している（Galbraith and Nathanson,1978）。 
 
 
（2）組織変革 

チャンドラーは、アメリカにおける企業を長期に渡って調査し、共通して見られる

三つの下記の原則を識別した（Chandler,1962）。 
 
1．組織構造は企業の追求する成長戦略に従う 
2．アメリカ企業は単一の職能を持った組織構造から職能部門別組織へ、そして事業

部制組織へという段階的な発展のパターンを経験した。 
3．ある段階から別の段階への変化が生じるのは、経済的危機を感じた後である。な

ぜなら、戦略の形成者と新しい組織の革新者とは人格タイプを異にするからである。 
 
これらの研究結果から、「組織は戦略に従い、戦略は組織に従う」という原則が明

らかにされた（Chandler,1962）わけだが、ガルブレイスはこれを踏襲し、戦略と組

織構造が適応していることが重要であり、適応していなければ経済的危機などを契機

として変革が起こることを指摘している（Galbraith and Nathanson,1978）。 
 
組織構造の変革は、戦略転換の結果起こることであるが、それ自体の持つ意義も指

摘されている。 
組織変革とは組織構造の要素を変更することであるわけだから、組織変革が頻繁に
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起これば、構成員にとっては不安定な環境になる。しかし、このような不安定な環境

は、非公式なコミュニケーションネットワークを再認識させるという指摘もある

（Wenger, McDermott and Snyder,2002）。 
 
 

3.4 組織のコミュニケーションネットワーク 

組織においては、それぞれの作業における各工程を喚起させ、あるいは作業・工程

間の調整のために、公式・非公式によるコミュニケーションが生じる。こうしたコミ

ュニケーションネットワークの構造とその発達について、サイモンは以下の特徴を指

摘している(March and Simon,1958)。 
まず、コミュニケーションの一部分は計画される公式のものであり、べつの一部分

は特定種類のコミュニケーションの必要に応じて育っていくものであり、また一部分

はコミュニケーションの社交的機能に応じて発達するものである。 
この中でも、組織によって計画される公式なコミュニケーションはより重視される。

なぜならば、伝達者が非公式なコミュニケーション･チャネルについて知らない場合

や特定のコミュニケーションのためのチャンネルが存在しない場合は、公式のコミュ

ニケーションが汎用のチャンネルとして利用されるからである。 
さらにいうと、ほとんど社交的である非公式のコミュニケーションと、仕事志向的

な公式のコミュニケーションとは相伴って発達し、どちらの種類のコミュニケーショ

ンのためのそのチャネルを使っても、そのチャネルは強化される (March and 
Simon,1958)。 
これらのことから、組織構造は公式のコミュニケーションを規定するため、組織構

造の変化によって公式・非公式のコミュニケーションネットワークは大きく変動する

と考えられる。 
 
しかし、サイモンはネットワークの構造が、組織構造によって完全に決定されてし

まうわけではないと指摘を加えている。なぜならば、いったん確立したコミュニケー

ションチャネルが意思決定の過程に重要な影響を及ぼすからである(March and 
Simon,1958)。 



 22

つまり、公式・非公式どちらのコミュニケーションネットワークも、その発達のい

かなる所与の段階においても、その徐々の変化はすでに確立されているパターンによ

って大きな影響を受けるからである。 
言い変えると、組織におけるコミュニケーションネットワークは、組織や課業の構

造の影響を大きく受けるが、過去のネットワークの構造の影響を受けながら、徐々に

変化していくものである(March and Simon,1958)。 
 
 
 

第 4 節 創造的な組織とは 
ここまでにおいて、知識創造が人々の社会的相互作用によって行われること、そし

て企業組織に所属する人々の器ともいえる組織構造が、人々のネットワーク構造に影

響を与えることが明らかになった。それでは、創造性を増加させる組織とはどのよう

な組織なのだろうか。 
 
 

4.1 組織の創造性 
組織が創造的であるということは、その産物が既存知識の修正や否定を迫るような

新規性・有用性があることといえる。こうした産物を連続して産出することには組織

のパラダイム革新を伴うため、組織の創造性については擬似概念である組織の革新性

に研究の蓄積がある（Chandler,1962:Kotter,1978）。 
なかでも進化論モデルによると、組織の革新プロセスは組織のミドルによる自然発

生的な変化創造力を取り込むことによって行われるが、組織の中にある既存の知識か

らその変異である新しいバリエーションが創出され、組織の中で選択・淘汰され、組

織の知識レパートリーとして保存されるといった三つのサブプロセスに分けて捉え

られる（加護野,1985; Weick,1979）。 
新しいバリエーションを創出するにはまだ明文化されない背景情報が必要である。

異なる背景を持つ人々が直接出会わなくとも、多くの組織は既定の情報網を持ち組織
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の細部まで情報を伝達できる。しかし組織の階層を経て伝えられる情報は、組織の各

階層の認識によってフィルタリングされ、背景情報までを伝えることが出来ないこと

が多い。そのため、新しい知識が組織において有用な新しいバリエーションとなるま

では組織の階層から離れたところで増幅される必要がある（加護野,1989）。時限的な

タスクフォースや社内ベンチャーなどの構成員どうしが直接相互作用を行える自律

した小集団が、しばしば新しい製品開発の母体となるのはそのためである（石井･奥

村･加護野･野中,1985; Mantz and Sims, 1995; 遠山･野中,2000）。 
新しいバリエーションが組織のほかの場所に伝えられれば、バリエーションはそれ

ぞれの場所で選択・淘汰される。しかし、既存の知識とは合致しない新しいバリエー

ションは組織の階層を経て伝えられるうちにノイズとして排除される可能性が高い。

新しいバリエーションに関する情報を伝えやすいのは、組織の階層よりも、小集団の

壁を越えて組織構成員の間に築かれた情報ネットワークである。したがって組織構成

員の間に公式・非公式のネットワークが張りめぐらされることで互いの距離が近くな

ればなるほど、新しいバリエーションが伝えられる可能性が高くなるといえるだろう。 
さらに、新しいバリエーションが有用であり組織の各所で選択されれば組織の知識

として統合され保存される必要がある。しかし人は一般的に安定を好み、社会的にも

組織は一定の仕事をこなしていればある程度安定が保障されるほうが望ましい。その

ため、既存知識の否定や修正をせまる新しいバリエーションが組織の知識として保存

されるためには、既存知識の妥当性を揺るがすようなゆさぶりが必要である。また、

組織秩序を維持しようとする意識が強ければ、既存知識の変化をもたらす新しいバリ

エーションは保存されづらい。したがって、組織秩序の低下も新しいバリエーション

の統合には重要な要素である（加護野,1985; 野中･竹内,1996）。 
これらのプロセスを通じて重要視される要素をまとめると「小集団による密な相互

作用」「小集団の壁を越えたネットワーク」「既存知識の妥当性を揺るがすゆさぶり」

「秩序維持圧力の低下」ということになる。 
このうち「既存知識の妥当性をゆるがすゆさぶり」は企業組織では経済的危機や通

常の方法では達成できない高い数値目標などによってもたらされる（野中･竹

内,1996）。また組織秩序には組織構造や資源展開パターンなどが含まれるが、これら

はいずれも組織構成員の行動パターンを規定する要素であり、これらが変更不可能で

あるほど組織秩序維持圧力も高い（加護野,1985; 野中ほか,1996）。 
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一方「小集団による密な相互作用」と「小集団の壁を越えて築かれた情報ネットワ

ーク」はいずれも成員のネットワークに関する要素である。 
 

 

4.2 組織的知識創造 
それでは、企業組織における知識創造を活性化するためには、どのような条件が必

要なのだろうか。まず、知識創造における組織の役割について、野中の見解を示す。 
 
「厳密に言えば、知識を創造するのは個人だけである。組織の役割は、創造性豊かな

個人を助け、知識創造のためのよりよい条件を作り出すことである。組織的知識創造

は、個人によって作り出される知識を組織的に増幅し、組織の知識ネットワークのな

かに結晶化するプロセスと理解すべきである。」（野中ほか,1996） 
 
つまり、創造性の源泉は主体を持つ個人にあり、知識創造を組織的に行うためには、

組織構造や人員配置などによって、組織のなかに知識創造に適した環境を作り出すこ

とが、組織的知識創造にとって重要な要素である。 
 

図 7 組織的知識創造（野中ほか,1996 より作成） 
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しかし、知識創造は個人だけで完結するわけではない。共同化は企業内部だけでは

なく顧客との間にも起こる事例があげられているように、組織的知識創造は個人レベ

ルから始まり、メンバー間の相互作用が課、部、事業部門、そして組織という共同体

の枠を超えて上昇、拡大していくプロセスである（野中ほか,1996）（図 7）。 
野中らは知識創造における人々の関係―ネットワークの役割について、組織横断的

な人事や組織構成員間の公式・非公式なネットワークによってもたらされる異質な背

景を持つ人々の交流は、既存の知識から大きく飛躍する視座の転換のきっかけをもた

らし、既存の知識から飛躍した知識の創造を促進することから、ネットワークは場と

ともに知識創造の主役であるとしている。 
前述したように、創造性の源泉は主観を持つ人間であり、客体である環境に働きか

けては自己認識の修正を行い、過去の経験に新しい経験を加えることで常に自己を革

新していくプロセスである(井口,1992；野中ほか,2007)。このプロセスにおいて既存

の知識から大きく飛躍するには視座の転換が必要であるが (Nonaka and 
Takeuchi,1995; 野中･平田･遠山,2007)、多くの場合、異なる考え方や価値観に触れ

ることがこうした視座の転換のきっかけをもたらす (加護野,1985)。企業組織におい

ても、組織横断的な人事や組織成員間の非公式なネットワークによってもたらされる

異質な背景を持つ人々の交流が、視座の転換のきっかけとなることが明らかにされて

いる。(加護野,1985；Nonaka et.al.,1996) 
したがって、組織の中で様々な異質情報が交配し既存の知識から大きく飛躍した発

想が生まれるためには、組織の中に異なる背景を持つ人々が、公式・非公式を問わず、

直接交流できるネットワークが築かれ、何らかの刺激によって新しい発想や協業に発

展するような状態が築かれていることが望ましい。 
このような非公式なネットワークを張り巡らし、自己組織化の条件を整えるか、あ

るいはタスクフォース制の導入によって組織の異なる部署から人員を集め、強制的に

そうした状況を築くかという議論はあるが、実際にこうした土台の中から誰と誰がプ

ロジェクトに手を貸したか、例えばプロジェクトに対する発案が部門内やひとつの職

能のみで行われているか、部門内外の様々な職能から発案がなされたかなどは、問題

解決に対して知恵を出す人がどこにいて、どのような関係性が築かれていたかを表し

ているといえる。 
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つまり実際に共同した人の関係を明らかにすることで、その組織がどのような人間

関係を誘発していたかが明らかにできると考えられる。 
 
 
 

第 5 節 ソーシャルキャピタル 
第 4 節では、公式･非公式の人々のネットワークが知識創造にとって重要であるこ

とを示した。こうした人々の公式・非公式のネットワークとその効果については、関

係性に着目したソーシャルキャピタル論に蓄積があり、人々の持つネットワークを社

会的な資源として捉えた研究が進んでいるため、本節ではソーシャルキャピタル論に

ついてレビューを行う。 
 
 

5.1 ソーシャルキャピタルの定義 

ソーシャルキャピタルとは、近年最も明快な定義をしたパットナムによると、市民

の自発的な活動などによってもたらされる「信頼関係やネットワーク」である。北イ

タリアが南イタリアよりも経済発展が進んでいるのは、こうしたソーシャルキャピタ

ルの蓄積によって人々が事業を起しやすく、それを支援する土台があるからであると

して、ソーシャルキャピタルがコミュニティの創発性に良い影響を与えることをパッ

トナムは指摘している（Putnum,1993）。 
さらに、ソーシャルキャピタルの成長・衰退にも指摘がある。パットナムはアメリ

カにおいて大衆的な人気のあるボーリングの愛好者を対象に調査を行い、1980 年か

ら 93 年代にかけてボーリングの愛好者は 10%程度増えているのにもかかわらず、社

交の中心であるボーリングサークルの加入者は 40％ほども減少していることを明ら

かにした。パットナムはこうしたことからアメリカにおけるソーシャルキャピタルが

減少しているとし、犯罪の増加や相互信頼が落ちていることに繋がっていると説明し

ている（Putnmu,2001）。 
パットナムの理論は、その定量的調査の方法やソーシャルキャピタルを増加させる
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行動について利己的・利他的な行動による区別を行っていないなど、多くの批判すべ

きところもあるが、政治制度や経済発展が自動的に民主主義をもたらすわけではなく、

逆に人と人の係わり合い、社会組織の出来方が政治や経済にも著されていることを指

摘した点や、10 年、20 年という期間に及んで実証調査を行い、ソーシャルキャピタ

ルの歴史的変化を把握しようと試みた点で評価できる（佐藤 2003）。 
 
 

5.2 ソーシャルキャピタルの効果とコスト 
 
（1）ソーシャルキャピタルの効果 
ソーシャルキャピタルは近年、ビジネスの世界においても、目的遂行のための情報

や資源を得るための「信頼関係やネットワーク」として大きな影響を与えると論じら

れている（金井,1994; Cohen,2001; Aldrich,2003; 稲垣,2003）。 
なかでも金井はネットワークがもたらす効果を目的遂行のための情報や資源等を

取得する用具的側面と、所属意識や信頼等を得るための表出的側面にわけて、これら

の利点があるゆえに、ネットワークを構築することがビジネスにおいて有益であるこ

とを明らかにしている（金井,1994; Scillitoe and Chakarabarti,2005）。 
 
 
（2）ネットワーク構築・維持のコスト 
ソーシャルキャピタルの蓄積は創造性の増加をもたらすが、実際にネットワークを

構築するには時間や労力等のコストがかかることを忘れてはならない(Hansen,1999; 
Wenger and Snyder,2002)。 
企業においても、組織の各所で別々に発展するコミュニティをつなぐために、彼ら

を仲介するネットワークを築く方策がとられている。そして、失敗事例における主な

失敗理由は時間不足である（Wenger and Snyder,2002)。 
さらにいうと、ネットワークの構築や維持にかかるコストは、相手の属性によって

異なる(Herminia,1995；安田,1997)。 
特に、自分が所属する組織の外部者とネットワークを構築・維持するには、懇親会に
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出席する、定期的にミーティングを行うなどの多くの時間が必要となる。そして、外

部者が持っている自分とは異なる背景を推察し、異なる価値観を容認する労力も求め

られる。(Herminia,1995；安田,1997) 
このような構築・維持にかかるコストを考えれば、組織はネットワークをやみくも

に拡大するよりも効率的な構造を求めるべきである。 
 
 

5.3 ネットワークとコミュニティの成果 
ネットワークがコミュニティの成果に与える影響は、研究者や技術者のネットワー

クとその成果を対象にした多くの研究が蓄積されている。なかでもプライスとクレー

ンは、論文の共著・引用関係などから、先進的な研究を行う研究者が所属する大学や

研究所などの組織を超えて、学会などで培った情報網から情報を得ていることを明ら

かにし、これを「見えざる大学」と名づけた（Crane,1972）。この｢見えざる大学｣

は人工知能を研究する研究者を対象とした調査によって、日本の学会でも確認されて

いる（安田･松尾,2005）。 

一方、ヒッペルはイノベーションに必要な情報は研究所や企業の中だけでなく、競

合他社からももたらされることを明らかにしたが、こうした情報を伝えるのは技術者

のコミュニケーションネットワークであることを指摘し、組織を越えたネットワーク

が研究者だけでなく企業の技術者にも築かれていることをしめした(Hippel,1994)。 

さらに、クレーンはコミュニケーションの量とその推移についても明らかにしてい

る。クレーンによれば、論文などの成果とコミュニティの構成員の関係には関連があ

り、その学問分野が発展期を迎えているときほど構成員間のコミュニケーションが多

く、特に新しいパラダイムが創出される際にはコミュニケーションが活発になる

（Crane,1972）。 
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図8 多様なネットワークの事例と効果（著者作成） 

 
これらの研究は、組織やコミュニティにおける成員のネットワークは、組織構造の

枠を超えて発達しており、多くの成果を挙げている構成員の多くがこうした外部につ

ながるネットワークに所属していること、さらにはネットワークの発展がコミュニテ

ィの成果とも深い関連があることを示唆している（図8）。 
 

 

 

第 6 節 ネットワーク分析の発展 
人々のネットワークについては、人や組織などの事柄を「頂点（ノード）」、それら

の関係の有無を「辺（リンク）」としてネットワークを作成する定量分析も行われて

いる。本節ではネットワーク分析における主なテーマを概説する。 

 

 

6.1 ネットワーク分析の発展 
 

（1）中心性 

中心性の概念は、バベラスによって提唱された。(Bavelas,1948) これ以降多くの
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研究者がさまざまな研究目的のための中心性の指標を開発していたが、これらの指標

はフリーマンによって代表的な三つの指標（次数中心性、近接中心性、媒介中心性）

にまとめられている。(Freeman,1979)  

次数中心性は最もシンプルな指標である。次数とはネットワークの各ノードが持つ

紐帯の数であり、次数中心性はネットワークにおいて各ノードが持っている次数の比

率である。つまり、次数中心性が高いノードほど多くのノードと関係を持っており、

ネットワークがスター型（ネットワークの中心であるごく少数のノードから放射状に

リンクが伸び、そのほかのノードが中心のノードを介してつながっているような構

造）である場合には、ネットワークの中心に位置するノードであるといえる（金

光,2003)。 

近接中心性は組織構造や権力構造のデザインに用いられる指標であるが、その測定

は孤立点（ひとつもリンクを持たない頂点）が存在しないネットワークに限られる。

本研究では、取り扱うネットワークに孤立頂点が存在するため、近接中心性について

の分析は行わない（金光,2003)。 

媒介中心性はそのノードがほかのノード同士の媒介にどれだけ貢献しているかを

示す指標である。ここでいう媒介値は全ての頂点に対し、最短経路を通った場合、ネ

ットワーク全体の経路に対してその頂点を通過する経路の数であり、媒介中心はその

比率である。つまり、媒介中心性が高いほど、ネットワークの構造にかかわらずより

多くのノードを媒介しており、そのノードを除去した場合ネットワークが分断される

割合が大きいといえる（金光,2003)。 

 

 

（2）紐帯（リンク）の強さ 

紐帯の強さについて着目されるきっかけとなったのは、グラノヴェッターの指摘で

ある。グラノヴェッターはこれまでの多くの研究が強い紐帯（ストロングタイ）のみ

を研究対象としており、ネットワークの全体像を把握するためには弱い紐帯（ウィー

クタイ）についても研究する必要があると主張し、実際に近親者のような強い紐帯よ

りも、まれに合う知人のような弱い紐帯のほうが有利な情報をもたらす事例を明らか

にした（Granovetter,1974）。 
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それ以後、多くの研究者がそれぞれの研究テーマのために、コミュニケーションの

頻度（(Hansen,1998)など、紐帯（リンク）の強さを決定するさまざまな基準を開発

してきた。近年ではバラバシが、媒介中心性の高さが紐帯の弱さを意味すると主張し

ている。（Onela.et.al.,2007） 

 

 

（3）ネットワークの構造 

ネットワーク構造分析は、近年における情報分析技術の発達により、グラフ理論に

よる構造分析が可能になったことで、急速に着目されてきた分野である

(Freeman,1979)。 

ネットワーク構造を測定する指標はこのほかにも多数あるが、本研究で用いた指標

について以下にのべる。なお本研究において最も重要視するスモールワールド性につ

いては（4）において詳述する。 

 

1．平均次数：ネットワークにおける各頂点のリンクの数の平均 

2．到達可能性：ネットワーク上の各頂点から任意のほかの頂点へ到達する可能性 

3．スモールワールド性：クラスタリング係数と平均経路長により規定される、情

報伝達効率のよいネットワーク構造 

 

 

（4）スモールワールド現象 
ネットワーク構造についてはさまざまな研究があるが、なかでもミルグラムらの実

験が契機となって着目されたスモールワールド現象は、脳神経などの自然界だけでな

く人間の社会においても、俳優や取締役兼任のネットワークなどの様々な分野で確認

され、最も着目されるテーマの一つである（Watts,1999a；Watts,2003）。 
スモールワールド現象とは、ネットワーク内のごく少数のノードがランダムにリワ

イアリング（繋ぎ変える）ことによって、リンクの数を増やさずにネットワークの情

報伝達効率が飛躍的に上昇する現象である (Watts, 1999a)。 
ネットワークのスモールワールド性はクラスター（局所ネットワーク）密度の高さ
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と、平均最短経長（任意の二つのノードがネットワークを通して出会うための最短経

路の平均であり、ネットワークの直径とも言われる）の短さによって規定される

(Watts,1999a; Watts,2003)。 

 
 

6.2 ネットワークにおける重要人物 
人々のコミュニケーションネットワークに話を戻す。ネットワークの上で、ある人

はほかの人よりも重要であるという指摘がある（Aldrich,2003）。 

ネットワークを情報伝達の経路であると仮定すると、より多くの人と関係を持ち、

多くの人を媒介している人は、そのコミュニケーションネットワークにおいて重要な

人物であると考えられる。 

それでは、企業組織におけるコミュニケーションネットワークにおいて、このよう

な重要人物はどのような人であり、どのような役割を果たしているのだろうか。 

 

 

研究開発論には、研究開発携わる技術者のコミュニケーションネットワークを対象

にした多くの研究があるが、これらの研究はおもに部門内・部門間・組織間の三つの

ステージで分析され、外部の情報がネットワークの中心人物を通して組織内部に伝え

られることを想定して分析されている(Allen,1977）。 

アレンは、企業において研究開発に携わる技術者のコミュニケーションネットワー

クをアンケートによって調査し、技術者のコミュニケーションネットワークが研究者

のそれよりも比較的組織構造の枠内に限定されやすいことを指摘したうえで、大部分

の技術者が組織構造の枠内のみにコミュニケーションネットワークを持つ一方で、ゲ

ートキーパーと呼ばれる、飛びぬけて高い技術力や学位を持ち、組織内でも管理者や

特許部門に所属する一部の技術者が、組織構造の枠内部のネットワークの中心人物で

あると同時に、組織構造の外部につながるネットワークを持っており、彼らを通じて

外部情報が組織に必要な形に翻訳された後、組織内部に伝えられることを明らかにし

ている。 
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これらのことを考えると、コミュニケーションネットワークにおける、内部ネット

ワークの中心人物は、情報伝達に対してより多く貢献しているというだけでなく、組

織構造の外部につながるネットワークを持っており、その点からみても重要な人物で

あると考えることができる。 
 

 

6.3 ウィークタイへの着目 
グラノヴェッターはホワイトカラーの転職（新規就職も含む）の際に、実際に就職

につながる転職情報を得た相手との関係について調査し、ウィークタイを通じて得た

情報のほうが就職につながりやすいこと、さらに、ストロングタイを通じて得た情報

よりも、ウィークタイを通じた情報によって職をえた人々のほうが、現在の職業に満

足している傾向があることを明らかにした（Granovetter,1974）。 
こうした結果を踏まえて、グラノヴェッターはストロングタイだけで伝達される情

報はごく少数の集団にとどまりがちであることを指摘し、従来の多くのネットワーク

研究がストロングタイで結ばれた関係のみを対象としていることを批判したうえで、

ストロングタイで結ばれたグループ間をつなぐウィークタイを研究することによっ

てグループ間の考察が可能になり、イノベーション、情報、またはアイディアの普及

や、社会的流動性など、社会全般のつながりの解釈に役立つと主張した

（Granovetter,1982）。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図10 ウィークタイで結ばれた二つのネットワーク（金（2005）より作成） 
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ストロングタイで結ばれた人同士はその生活圏の多くを共有しており、その知り合

い同士も知り合いである可能性が高い。したがってストロングタイで結ばれた人々は

情報源からの距離が似通っており、こうした人々からもたらされる情報は、本人にと

って既知の情報である可能性が高い。 
一方でウィークタイで結ばれた人同士は、ふだんは本人と異なる生活圏内で生活し

ている。したがってその知り合い同士が知り合いである可能性も低く、こうした人々

からもたらされる情報は、本人にとって道の情報である可能性が高い。 
この理論はグラノヴェッター自身によって「Strength of Weak Ties：SWT」と名

づけられている。（図 10） 
 
もちろん、グラノヴェッター自身も、こうした紐帯の有無だけが、転職に関する重

要な要素ではないことは指摘している。 
グラノヴェッターの調査においては、接触機会が多い相手（例えば同じ企業の同僚

や家族など）はストロングタイで結ばれていることになる。しかし同じ企業に所属す

る同僚には転職について相談しづらいということもあるだろうし、家族はそれほど本

人の仕事に関して（業界について）熟知していない可能性もある。また、近しい人で

あれば「何とかしてやろう」という感情のほうが勝りやすく、客観的な就職情報をも

たらせない可能性もある。 
これに対してウィークタイで結ばれた相手（取引先や遠い親戚など）のほうが本人

の仕事や業界の動向を熟知していたり、客観的な判断が可能であり、転職の機会をも

たらしやすいことは容易に推察できる（Granovetter,1974）。そして、転職に関して

は、職種（Langlois,1977）、教育レベル(Ericksen and Yancey,1980)などほかの要素

も影響を与えることが指摘されており、かならずしもウィークタイの有無だけが重要

な要素ではなく、それに付随する要素も指摘する必要があると考えられる。 
企業における人々のネットワーク（とくに知識の伝達経路となるコミュニケーショ

ンネットワーク）は、組織の中のそれぞれの場所において別々に（分断された状態で）

発展しているという指摘がある（Rolland,2004）。 
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図 11 異なる場所で発展するネットワークをつなぐウィークタイのイメージ 
（野中ほか,2006 より作成） 

 

こうしたネットワークをつなぐことで新たなイノベーションやカイゼン活動につ

なげる試みについては、以前から様々な分野にまたがって研究されてきた

（Allen,1977; Hansen,1999; Wenger,2002）。 
ウィークタイは、異なる生活圏内に所属する人々をつなぐ紐帯である。その紐帯が

これらの分断されたネットワークをつなぐ唯一（あるいは数少ない）のリンクである

場合（その紐帯は異なる生活圏をつなぐ紐帯なのだからウィークタイであると考えら

れる）、その紐帯すなわちウィークタイは、それまで分断されていた二つのネットワ

ークを媒介するため、双方に未知の情報を伝達でき、組織内の知識の共有に大きく貢

献するといえるだろう。 
 

 

6.4 紐帯の強さと知識の伝達 

前項は、紐帯の強さによって、もたらされる元の情報が異なるといいう指摘であっ

た。しかし、紐帯（リンク）の強さは、情報伝達効率そのものにも影響を与える
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（Hansen,1999）。 

ハンセンは組織内の製品開発プロジェクトを対象に、サブユニット間の交流の頻度

を尺度にして各ユニット間の紐帯の強さを測定し、紐帯の強さによって維持にかかる

コストが異なること、伝えられる情報の質や効率が異なることを明らかにしている。 

ハンセンによると、ストロングタイは頻繁な行き来を必要とするため維持に大きな

コストがかかる。また、ストロングタイは暗黙知の移転に適しているが、形式知の移

転には適しておらず、誰がその知識を持っているかといった情報検索においても非効

率である。 

その点ウィークタイはまれに会うだけでも良いため維持にかかるコストは少ない。

そして暗黙知の移転は難しいが、形式知の移転・情報検索には高い効率を示す。 

 

これらの研究は、企業組織の内部において、伝えるべき知識の質によって適した紐

帯の強さが異なることを示唆している。 

 

 

 

図 9 紐帯の質と知識移転（Hansen,1999 より作成） 
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6.5 ウィークタイがもたらす視座の転換 

紐帯（リンク）の強さと知識創造のかかわりについては、もう一点指摘すべきこと

がある。この点については、ネットワーク構造とそこに所属する人々の特性について

あきらかにしたオルドリッチの見解に解釈を加えて説明する。 
オルドリッチの見解については後に詳しく説明するが、ストロングタイで結ばれた

人々が同じ生活圏内に所属し、彼らに関係構造が張り巡らされ、多くの背景情報を共

有化しているならば、必然的に彼らの視点は同質化してくると考えることができる

（Aldrich,2003）（図 12）。 
視点の同質化ということを考えると、ウィークタイはたんに新鮮な情報をもたらす

ばかりではなく、それぞれに異なる視点を持つ人々をつなぐことで、新鮮な情報と同

時に異なる視点からの認識をもたらすと考えることができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（同質化）              （同質化） 
 

図 12 ウィークタイで結ばれるネットワーク（金（2005）に加筆） 
 

知識創造理論において、既存の知識から飛躍した知識を創造するには、異なる視点

を持つ人々の交流によってもたらされる視座の転換が必要である。 

ストロングタイでつながれた人々は同じ生活圏におり、すでに多くの背景情報を共

有している（Granovetter,1973；Granovetter,1974）。このような密接な関係は、明
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文化しない情報を必要とするバリエーションの創出には必要であるが（加護野,1985）、

多くの背景情報を共有している人々は、そのぶん視点も似通っていると考えられるた

め、この内部でコミュニケーションをとっていても、視座の転換を得ることは難しい

と考えられる。 

一方、ウィークタイでつながれる人々は、互いに普段異なる生活圏内におり、背景

情報を共有していない（Granovetter,1973；Granovetter,1974）。ウィークタイでつ

ながれる人々はそれぞれの背景情報が異なるのだから、そのぶん違う視点を持ってい

る可能性が高い。したがってウィークタイを介した人々の交流こそが、知識創造に必

要な視座の転換をもたらすといえるだろう。 

 

これらのことから、企業組織において知識創造を促進するには、組織の中にストロ

ングタイとウィークタイの両方が必要であると考えられる。 
 
 

6.6 ネットワーク構造 
本項では、本研究が着目するもう一つのテーマであるネットワークの構造について

述べる。ネットワークの構造は、そこに所属する人々の特性に影響を与えるという指

摘がある(Wenger,2002; Aldrich,2007)。 

ネットワークの構造と所属する人々の特性については、企業家ネットワークの研究

に多くの蓄積があるが(金井,1994; Aldrich,2007)、なかでもオルドリッチは、本研究

が着目するスモールワールドネットワークに存在する二つの特徴「クラスター（局所

ネットワーク）の密度の高さ」と「クラスター同士をつなぐリンク」が所属する人々

に与える影響について解説している（Aldrich,2007）。 

密度の高いクラスターに所属する人々は、クラスター内に関係が張り巡らされてい

るために、情報源からの距離が似通っており情報は共有されやすい。さらに、このよ

うなネットワークに所属する構成員の間では、多くの背景情報がすでに共有されてい

るため、職人の技能や暗黙的な情報の伝達が可能になる。また、高密度なネットワー

クには、所属する人々の間に信頼を形成するので経済的・社会的な支援も受けやすい

（Wenger,2002）。 
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しかし、こうした密度の高いクラスターは集団同調を招き、逸脱を許さない側面も

あるので、イノベーションの観点から見ると、個人の自律性新しい事柄を制約すると

いう欠点もある（Aldrich,2007）。 

一方、クラスター同士をつなぐ(唯一あるいは数少ない）リンクを持つ人々は、以

前は結合していなかったクラスター同士を結びつけるブリッジとして、これまで結び

ついていなかった売り手と買い手を結びつける、異なるクラスターの情報を最初に把

握するなどの優位を持つ（Aldrich,2007）。 

さらに、こうしたブリッジが二つの高密度なネットワークをつないでいる場合は、

（高密度なネットワークの中では信頼が醸成されることは前述したとおりだが）異な

るネットワークに所属する人たちに対しても、自分の背後の高密度なネットワークが

形成する信頼をもって、自らの正当性を示すことができる（Aldrich,2007）。 

 

 

6.7 スモールワールド現象 
それでは、企業のイノベーション能力を増加させるにはどのようなネットワーク構

造が効率的なのだろうか。この疑問に答えるため本研究ではスモールワールドの概念

を使用する。 
前述したように人間関係におけるネットワーク構築にはコストがかかるが、ネット

ワークがスモールワールド化する場合はリンクを増やさずに情報伝達効率を上げら

れるため、このコストは増加しないと考えられる。 
さらに、外部者とネットワークを構築・維持するには非常に大きなコストがかかる

が、リワイアリングするノードはごく少数でよいため、このコストも最小限に抑えら

れると考えることが出来る。 
 
しかし、スモールワールド構造が着目される理由は、そのコストに対する情報伝達

効率の良さだけではない。前述したように、ネットワークのスモールワールド性はク

ラスター（局所ネットワーク）密度の高さと、平均最短経長（任意の二つのノードが

ネットワークを通して出会うための最短経路の平均であり、ネットワークの直径とも

言われる）の短さによって規定される(Watts,1999a; Watts,2003)。 
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そのため、スモールワールド性の高いネットワークのなかには、密度の高いクラス

ターとこれらをつなぐリンク（ショートパス）があることになるが、第 4 節において

説明したように、密度の高いクラスターはストロングタイ、これらをつなぐリンクは

ウィークタイと考えられ、スモールワールド性の高いネットワークは、知識創造にと

って重要であると考えられるストロングタイとウィークタイの両方を兼ね備えてい

るといえる。 
そして、密度の高いクラスターとこれらをつなぐリンク（ショートパス）、これら

二つの特徴は、組織の革新プロセスにおいて必要とされる「小集団による密な相互作

用」と「小集団の壁を越えて築かれたネットワーク」（加護野,1985）とも一致する。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（図 13）重層的場のリワイアリング（野中・遠山,2007 より作成） 
 

ネットワークがスモールワールド化すると、ネットワークの平均最短経路長が短く

なるが、ネットワークの平均最短経路長が短いことは、ネットワークに所属する人が

直接（あるいは少ない仲介者によって）出会う可能性が高いことを意味している。 
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こうしたネットワークは組織の階層のように多数の仲介を経ては伝えられないあ

いまいな情報が、組織のほかの場所へ伝達される可能性を増加させる。したがって平

均経路長の短いネットワークは異なる背景情報の相互交流を可能にし、新結合である

イノベーションを誘発しやすいと考えられる（野中ほか,2006）。 
 
企業はそれぞれの目的に応じて発達した場の有機的配置と考えることが出来るが、

場における密度の高い相互作用をクラスターと置き換えれば、それぞれのクラスター

をつなぐウィークタイの存在によって、遠く離れたところで出来た場が連結し、新結

合であるイノベーションが起こりやすくなると考えることができる（野中･遠山

2006）（図 13）。 
 

 

 

第 7 節 先行研究のまとめ 

本節では、これまでに紹介した先行研究の要点をまとめ、先行研究の問題点を指摘

し、本研究の目的を明確に示す。 
 
 

7.1 先行研究のまとめ 
本章では、組織構造・コミュニケーションネットワーク・イノベーションネットワ

ークとこれらの要素の関連について先行研究レビューを行った。 
 
第 2 節では知識について先行研究レビューを行い、知識創造は人々の社会的な相互

作用を通じて行われるが、組織の役割は知識創造のためのより良い条件を作り出すこ

とであるという指摘を得た。 
第 3 節では組織についてレビューを行い、組織のコミュニケーションネットワーク

は、組織構造・変革や過去のネットワークの影響を受けて徐々に変化するという結論

を得た。 
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第 4 節では創造的な組織とはどのような組織かという問いについて、知識創造理論

などを中心に文献レビューを行い、密接な議論のできる小集団やこれをつなぐネット

ワークを築くことが有効であるという指摘を得た。 
第 5 節では人々の関係性に研究の蓄積を持つソーシャルキャピタル論に焦点を当

て、ソーシャルキャピタルの蓄積はコミュニティの創造性を増加させるが、実際にネ

ットワークを構築、維持するにはコストがかかるという指摘を得た。 
第 6 節ではネットワーク分析の発展と、その主なテーマのうちから「紐帯の強さ」

と「ネットワークの構造」に着目し、知識創造にはストロングタイとウィークタイの

両方が必要であること、そして知識創造を促進するにはスモールワールド構造が最適

であるという仮説を得た。 
 
 

7.2 先行研究の問題点 
 
（1）組織内部のウィークタイ 
日本企業における知識創造については多くの記述的研究があり、個々の需要に即し

た製品開発を行う際の人間関係の構造やその役割については、特に多くの精密なケー

ススタディが既に行われている。 
これらの研究の多くは暗黙知の伝達を可能にするストロングタイを中心にすえた

研究が多い（Reinmoeller,2006）。暗黙知は既存の知識レパートリーから新しいバリ

エーションを創造する際においても必要であり、組織内にこうした暗黙知の伝達を可

能にするストロングタイが築かれていることが重要であることは言うまでもない。事

実これらを対象とした研究は、多くの示唆を与えてきた。 
しかし、暗黙知を伝達できるストロングタイはその構築・維持に大きなコストがか

かることが知られている（Hansen,1999）。 
知識創造は形式知と暗黙知の相互変換によって行われるため、暗黙知だけでなく、

形式知の伝達も必要であるし、必要な知識を持つ人が組織のどこにいるのかを知る

（検索）ことも重要である。ネットワーク構築にかかるコストを考えると、暗黙知の

伝達には大きなコストをかけてストロングタイを築き、維持する必要があるとしても、
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形式知の伝達や検索の際には非効率である。 
さらにいうと、個人レベルで知識が創出される際、既存の知識から飛躍した知識を

創造するには、異なる視点を持つ人々の相互作用によってもたらされる視座の転換が

重要である（Nonaka and Takeuchi,1995; 野中･平田･遠山,2007）。 
こうした視座の転換をもたらすのは、異なる生活圏内に存在する人々をつなぐウィ

ークタイである。したがって知識創造を促進するには、組織内に暗黙知の伝達に適し

たストロングタイと、知識の検索・形式知の伝達効率に優れたウィークタイの両方が

存在することが望ましいといえる。 
 
本研究の第一の着目点は、組織内におけるウィークタイの生成と活用である。ウィ

ークタイがどのようにして生成され、活用されているのかを調べるためには、まずウ

ィークタイを持つ人を特定する必要がある。 
グラノヴェッターの解釈を借りると、ウィークタイは異なる生活圏に所属する人を

つなぐ唯一の（あるいは数少ない）紐帯である。 
また、アレンによると、研究開発組織のコミュニケーションネットワークにおいて

は、組織構造の内部におけるコミュニケーションネットワークの中心人物が、組織構

造の外部につながる紐帯（リンク）を持っている。 
これらの研究をまとめると、組織構造の外部にいる人は、当然異なる生活圏に所属

すると考えられるので、それぞれのコミュニケーションネットワークの中心人物が、

ウィークタイを持っている可能性が高いといえる。 
第四章では、この仮説に基づいて分析を進めている。 
 
 
（2）ネットワークダイナミクス 
次に、多くの先行研究の多くが静的な分析にとどまっていることが問題点としてあ

げられる。私たちの多くが認識しているように、人間関係は日々変化している。ソー

シャルキャピタルも衰退し、再度成長する事例が報告されている（Putnam,2001）。 
さらにいうと、知識創造は個人から組織の周辺へと広がるダイナミックなプロセス

である(Nonaka and Takeuchi, 1995)。企業組織においても、ある特定の関係が構築

され、知識創造の成果ができたことで、連鎖的に次の成果につながっていくことも考
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えられる。 
しかし、ネットワーク構造と組織のイノベーションに関する研究の多くが、ある一

時点での人間関係の構造を扱っていたり、長期にわたって調査であっても調査年度間

の関係の有無を総括したネットワークを分析対象としている。こうした分析では、そ

の時点・その期間内の人間関係の特徴をとらえることはできても、ネットワークの成

長を明らかにすることができない。 
卑近な例であるが、運動するボールをとらえた写真は、ボールが落ちようとしてい

るのか、高く弾んでいく途中なのかを明確に表せない。しかし連続して写真を撮影し、

時系列に沿って並べること（一枚の写真ではなく、連続した写真を用いて動画や CG
にすることで）で、ボールの運動の向きを知ることができるし、こうした写真を同じ

測定基準（地面からの高さなど）で分析することで、ボールの軌跡を明らかにするこ

とができる。 
人間関係のネットワークにおいても、知識創造に関わる人々のネットワーク構造を

長期間にわたって視覚的にとらえ、その成長（あるいは衰退）の向きを明らかにし、

さらには同じ指標で分析することで、ネットワークのダイナミクスに言及した実証研

究が必要である。 
さらにいうと、知識は人々の関係の中で作られるが、企業における組織構造はこう

した人々のネットワークに影響を与え、個人の創造性を増幅・抑制することが明らか

になっている（Nonaka and Takeuchi,1995: 加護野,1985）。したがって、ネットワ

ークのダイナミクスに影響を与える要因である組織構造についても、これと照らし合

わせて解釈する必要があると考えられる。 
 第 5 章では、この考えに基づいてネットワークダイナミクスに着目して分析を行う。 
 
 

7.3 今後の展開 
本章では、本研究の依拠する「知識創造」と「ソーシャルキャピタル」の二つの概

念を中心に文献レビューを行った。 
この文献レビューを通して、筆者は知識創造にはウィークタイとストロングタイの

両方が必要であり、全体としてはスモールワールド構造が最適であるという仮説にた
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どり着いた。今後はこれらの点に着目して、企業組織のコミュニケーションネットワ

ークにおけるウィークタイの生成と、スモールワールド性の推移に焦点を当てて調査

を行う。 
つづく第 3 章では調査対象先と、調査方法について述べる。第 4 章では企業の研究

開発におけるコミュニケーションネットワークにおいて、ウィークタイを持つ個人を

特定し、ウィークタイの生成過程を調査する。第 5 章ではスモールワールド性等のネ

ットワーク構造と知識創造の成果の関連を調べ、さらにスモールワールド性の推移に

影響を与えた組織構造やその変革などの要因について言及する。第 6 章では発見事項

について考察を行い、第 7 章では要素の関連からモデルを作成し、リサーチクエスチ

ョンに答える。 
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第 ３ 章 
調査 

第１節  調査対象 
本研究では組織的要因と人々のネットワーク、創出される成果について調査を行う

が、企業組織における人々のネットワークを研究するには、調査対象である企業の歴

史や文化について理解する必要がある。本研究では先行研究の豊富な前川製作所を調

査対象先に選んだ。 

 

 

1.1 前川製作所の概要 
前川製作所（以下マエカワ）は、本研究における調査の最終年度である 2003 年の

データによると、産業用冷凍機・圧縮機を中心に産業用機器を製作・販売する国内

2000 人,海外 1000 人規模の企業である。 
産業財を取り扱うメーカーは、一般消費財を取り扱うメーカーと異なり、納入した

後も点検などのサービスによって顧客と長期的な関係を築き、そうした関係性から受

注を得るため、関係性をより重視する。また、顧客の発展によって設備受注が増え、

自社の受注も増えるため、「共創」を重視するといった特徴がある（藤井,2002）。 
そうした産業財メーカーの組織構造と企業戦略は、まず顧客に合わせるか、合わせ

ないかの二つに分かれるが、顧客に合わせる場合、その企業規模に応じて三つに分け

られる。小企業は特殊な技術に専門特化して他社には作れない機器を納入する。中企

業は自社の技術を要素ごとにモジュール化し、組み合わせることで大量生産・安価販

売に対応する。大企業の多くは、事業部制や分社による多角化経営を行う（藤井,2002）。 
マエカワは創業以来、納入先の需要にあわせて製品をカスタマイズし、研究開発す
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ら行う「一品料理」の方式をとっている企業だが、現在は多様化した個々の市場に分

散して特化するため、本社が出資する子会社を多数抱える「独法経営」という特殊な

経営方針を採っている(露木,2003)。 
マエカワの特殊な組織構造はホロン経営、マトリックス組織、ネットワーク組織な

どと解釈されるが(露木 2003)、マエカワの組織をさらに特徴付けているのは、全社を

まきこんだ組織変革が多く、組織構造が流動的であるという点である（織畑,1998; 野
中ほか,2006）。近年では特に、独法化や独法の分割によって細分化を続けていたマエ

カワが独法の統合を始めるなど、大きな方向転換を伴った組織変革も起こっている

（織畑,1998）。しかしこうした「流動的な小集団の集合体」ともいうべき特殊な組織

構造は、組織構成員の人間関係に影響を与え、その結果築かれる独特な人間関係の構

造は、マエカワが継続的なイノベーションに成功している要因だと指摘されている

（北矢,1987；柴田,1996；露木,2003）。 
 

 

1.2 組織変革の概要 

先行研究の記述からマエカワにおける組織変革の概要を述べる。 
マエカワは 1924 年の創業以降、現在の独法制にいたるまでに四度の大きな組織変

革を行っている。一度目は 1950 年ごろ、徒弟性から部課制への変革である。この変

革では、効率的な生産を行うために、創業以降続いていた「組」による物作りの仕組

みを改め、職能別の階層を持つ部課制の組織構造を導入した。情報伝達の効率化も図

られ、いち早く導入された IBM システム 360 により効率的な情報管理が試みられた

のも、1970 年代のことである。しかし明確な分業形態や伝票による情報伝達は、一

品料理を行う前川製作所においては、かえってコミュニケーションの齟齬をもたらし

た。明文化できない顧客のニーズや開発段階の微調整が形式的なコミュニケーション

では伝えられず、導入された IBM システム 360 も定着しなかった。（露木,2003;織
畑,1998）。 
そこで 1971 年ごろより二度目の組織変革が行われ、グループ制が採られた。グル

ープ制への変革は部課制になって風通しが悪くなった組織構造を元に戻すためのも

ので、グループは一社の顧客に対して受注から販売、アフターサービスまでの全てを
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担当した。しかしグループ間をまたがるプロジェクトの存在や、三年から五年毎にお

こなわれる技術者の異動によって、グループ間にはコミュニケーションネットワーク

が保たれていた（露木,2003）。 
グループ制をさらに進めたのが 1981 年から 10 年をかけて行われた三度目の組織

変革である独法化である。独法化は多様化した個々の市場に深く入り込むことを目的

として行われたが（露木,2003）、この変革によって、これまである程度の自律性をも

って運営されてきたグループが登記上も独立法人となり、会計機能をもつ企業組織に

なった。1981 年には、研究開発を専門に行う技術研究所も本社付の組織として正式

に設立された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 14 前川製作所の独法制(前川総合研究所ほか, 1996)より作成 
 
マエカワの「独法」は基本的に総合本社である「前川製作所」の全額出資によって

設立される子会社であるが、技術研究所は独法からのロイヤリティ収入で運営される
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など、独法同士では取引が行われ、さらに独法は五年間赤字が続くと倒産してしまう

（露木,2003）。独法同士は担当業務や地域ごとにブロック（独法社長による会議の場）

に所属して情報共有を行い、一つの独法では不可能な案件に対して複数の独法にまた

がるプロジェクトを組むこともあった（図 14）（露木,2003;織畑,1998）。 
 
1995 年以降現在にかけては、独法の再編が行われている。独法再編が始まったの

は、資本力の少ない小企業では長期的な利益を考えた投資が出来ないという理由から

である。マエカワ全体の社員数は大きく変動していないが、独法の統廃合によって独

法の数は三分の一程度に減少しており、本研究の調査の最終年度に当たる 2003 年の

時点では、国内に 80 社、海外に 28 社（露木,2003）の独立法人が存在していた。 
マエカワの組織変革は、露木の研究よりまとめると（表 1）のようになる。なお、

本研究では、組織変革の時期について独自の考察は行わず、先行研究の見解をそのま

ま踏襲している。 
 
 

組織の制度 特徴 

創業期 1924～1950 組によるものづくり 

部課制 1950~1970 大量生産にあわせ、効率化 

グループ制 1971～80 小規模化、柔軟な役割分担 

過渡期 1980～1989 グループの独法化・分化 

独法制 1990～1995 個と全体の調和 

再編期 1995～ 独法の整理、統合 

表 1 前川製作所の組織変革の歴史（露木,2003 より作成） 
 

 

1.3 前川製作所における技術の多様化  

前川の組織の変遷は、前川が取り扱う技術の変化とも同調している。以下、前川に

おける技術の多様化の歴史を記す。 
前川製作所は 1924 年、東京深川で製氷冷蔵業の前川商店として創業した。当時は

関東圏への氷の販売が主要な事業であったため、深川と守谷に大規模な製氷冷蔵庫を

持ち、氷を製造、販売していた。しかし家庭用冷蔵庫が普及すると同時に一般的な氷
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の需要は落ち込み、産業用に用いられる、大きさや種類が特殊な氷の需要が主流にな

ってきた。そこで、こうした特殊な氷を製造する技術をいかし、産業用冷凍機を製造・

販売するようになった（露木,2003）。 
1980 年ごろから、研究開発を専門に行う技術研究所の前身ができはじめ、（正式な

設立は 1985 年である）それまではおもに圧縮機やモーターなど自社の冷凍機にかか

わる部品の開発を行っていた前川製作所だが、このころから環境や省エネルギーなど

も視野に入れた多様な開発が始まった。マエカワにおける省人化ロボットの先駆けと

なった自動脱骨機「トリダス」などの開発もこのころから本格化している。 
同時に行政主導のプロジェクトや電力会社との共同開発が行われるようになり、 
当時に築かれた共同開発関係は現在も受け継がれ、現在でも農業用アグリロボット

開発や夜間電力を利用した空調システム開発などに受け継がれ、共同発明関係を広げ

ている。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 前川製作所の技術の広がり（露木 2003 より作成） 
 
1990 年ごろからは冷凍機からその周辺機器の開発目が広く向けられ、顧客の視点

を取り入れたさまざまなアプリケーションの開発が盛んになった。自動脱骨機「トリ

ダス」から発展した様々な省人化ロボットの開発も盛んにおこなわれている。 
さらに、1990 年代半ばごろからは、こうした様々なアプリケーションを統合した
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ラインの設計や大型プラントの設計なども始まっている。 
また、マエカワはこれらの研究開発の成果として、多数の特許も取得している 

 
 
 

第 2 節 調査方法 

本研究においては特許情報によるネットワーク分析と、ネットワークの可視化図を

持ち込んだインタビュー、ふたつの調査を行った。以下にその概要を示す。 
 
 

2.1 特許情報によるネットワーク分析 

まず、構成員のネットワーク構造と組織の成果について、組織変革の前後にわたっ

て同じ基準で調査するために、特許情報によるネットワーク分析を行う。本研究では、

企業のイノベーション能力の指標として特許出願を用いる。 
国際特許出願はイノベーションのアウトプット指標として用いられ

（Florida,2005）、特許出願は組織の創造性を定量的に評価できる指標であるとして

着目されている。本研究は国内特許出願を用いているが、特許をイノベーションの指

標として用いる際の利点は、行政が管理する精密なデータによって、長期間にわたっ

て同じ指標で調査が出来る点である（後藤・元橋,2005）。 
特許法における発明とは技術的思想のうち高度なものをいうが、出願された技術的

アイディアが特許として登録されるかどうかは、アイディアの新規性および進歩性が

判断基準となる（鈴木ほか,2005; 知的財産研究所,2007）。したがって特許登録を意図

して企業から出願される技術的アイディアは、少なくともその企業の認識において新

規性があり、技術的あるいは戦略的な理由で出願するだけの見返り、すなわち有用性

がある産物だと考えることが出来る。 
本研究では特許データベース「ＰＡＴＯＬＩＳ」を用いて、「前川製作所」（マエカ

ワは一括して特許出願を行っており、特許はすべて本社である「前川製作所」より出

願される）より出願された特許のうち 1973 年から 2003 年までの 30 年間に出願され
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た特許に関する情報を全て抽出した。 
特許情報を用いたネットワーク分析は、共同出願に着目した研究（Ahuja,2000; 知

的財産研究所,2007）などが事例としてあげられる。データベースなどから情報を抽

出してネットワーク分析を行う手法に関しては、例えばウェブページにおける単語の

関連などの研究に見られるように、データマイニング等の結果によっては、データが

執筆者の意図とかけ離れたものになってしまう可能性が指摘されている（安田,2006）。
しかし本調査においては、あらかじめ発明者氏名として記述された氏名をそのまま用

いているため、ネットワーク分析に用いられるデータが執筆者の意図とかけ離れた結

果になる可能性は少ないと考えられる。 
 
 

2.2 前川製作所における出願特許の全様 
調査年度内における前川製作所の特許出願の状況について示す。前川製作所は

1973 年から 2003 年（30 年間）の調査年度内に、全部で 1034 件の特許を出願してい

る（図 16）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 16 特許出願数の推移 
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次に、特許出願に関わった発明者とその属性について述べる。発明者数は、その年

度内に出願された特許の発明者欄に記述された氏名を全て抜き出し、重複を省いて計

測している（図 17）。マエカワにおいて特許は本社である前川製作所から一括して出

願されるため、図 17 においては、技術研究所の技術者だけでなく、独法の構成員も

内部者として記述されている。 
また、外部者は、発明者の住所欄に、前川製作所以外の所属が明記されている者を

計測している。（しかし、個人発明家の場合等、わずかではあるが所属が明記されな

い事例があるので、図 17 に示したよりも外部者は若干多くなる可能性はある） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 17 発明者数の推移 
 
 

2.3 共同発明関係とは 

発明者となる者について、現行の特許法は明確な定義をしていないが、判例により

「発明に思想を注いだ者」と解釈するのが一般的である(鈴木,2007)。つまり研究開発

業務に携わっていても発案しなかった者、資金を提供しただけの者は発明者として含
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まれない。インタビューにより確認したところ、前川製作所における発明者の認識は、

発明者は必ずしも技術者ではなく、発明に有益なアイディアを出した者であり、当該

発明になくてはならない人という認識であった。 
データベースより情報を抽出して行うネットワーク分析は、長期に渡って同じ指標

で人間関係の構造を調査できるが、もちろん限界もある。特許出願における共同発明

関係において表現されるのは、出願にいたった関係の有無のみであり、特許出願にい

たらなかったコミュニケーションネットワークや、発明者間のコミュニケーションの

タイミングや量・質の違いは測定することが出来ない（西口,2007b）。 
こうした限界を踏まえ、本研究では調査結果が現実と乖離するのを防ぐために、ネ

ットワークに登場する発明者にインタビューを行った。しかしそれでも、調査によっ

て明らかにされた発明者ネットワークは現実のコミュニケーションネットワークの

一部分に過ぎないことには留意が必要であろう。 
これらのことから、本調査で明らかになる「共同発明関係ネットワーク」は、公式・

非公式のコミュニケーションネットワークの一部であり、有効なアイディアを得て、

発明に至った関係つまり成功事例であると考えることができる（図 18）。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 18 発明者ネットワーク 
 
 

2.4 共同発明ネットワークの可視化  

本研究では、組織構成員のネットワーク構造の測定のために、特許出願の際の共同

発明関係を指標として用いる。 



 55

まず発明者のネットワーク構造を視覚的に理解するために、一年ごとにマエカワの

特許出願に関わった発明者の共同発明関係を抽出し、発明者氏名を「頂点」その年度

内における共同発明関係の有無を「辺」として各年度の共同発明者ネットワークを作

成した（図 19）。また、その年度内に全く共同発明関係を持たない発明者は、左上に

ならべて記している。ネットワークの可視化には、代表的なソーシャルネットワーク

分析ソフト UCINET（Borgatti, Evarett and Freeman,2002）を用いている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 ネットワークの可視化方法 
 
 

本章では、実際に作成された可視化図を 5 年おきに一枚を抜き出して提示する（図

１６～２２）。（全ての年度のネットワークは、付記にしるしている。） 
 
最初に示される図 20 は 1973 年度の可視化図であるが、この年度において、発明

者５は６と共同発明関係を持つ。７と 10 は 1973 年において共同発明関係を持たな

い、単独で特許を出願した発明者である。 
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図 20 1973 年の発明者ネットワーク （特許出願数 27 件） 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 21 1978 発明者ネットワーク （特許出願数 19 件） 
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図 22 1983 発明者ネットワーク （特許出願数 34 件） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

図 23 1988 発明者ネットワーク （特許出願数 27 件） 
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図 24 1993 発明者ネットワーク （特許出願数 50 件） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 25 1998 発明者ネットワーク （特許出願数 41 件） 
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図 26 2003 発明者ネットワーク （特許出願数 58 件） 
 
 

 

2.5 インタビュー 

インタビューは、70 年代より現在まで継続して勤務している人のうち多数の特許

を取得し、ネットワークにおいても重要な役割を果たしていると考えられる人（ネッ

トワーク可視化図においてリンクの多い人や媒介上重要な役割を果たしていると考

えられる人）の中から 6 人、および特許部門に所属する人 1 人を選定して行った。イ

ンタビュー形式は、インタビュイーが普段勤務するオフィスや技術研究所で行うフィ

ールドインタビュー、質問項目を細かく定めずに比較的自由に語ってもらうオープン

エンドインタビューの形式で行った。 
作成したネットワークと組織構成員の認識にずれがないかを確認するため、可視化

した発明者ネットワークをインタビューにおいて提示した。その結果、研究開発に関

するコミュニケーションネットワークの構造や中心人物について、組織構成員の認識

と可視化図はほぼ一致していることが確認された。また、発明者の大半が技術研究所

に所属する技術者であることも指摘された。 
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2.6 主な質問項目 

インタビューにおける主な質問項目は以下の通りである。 
 
1．前川では関係性が重視されていますが、グループ制から独法制へ移行した後、よ

り関係性維持（共同開発など）につとめるようなりましたか？ 
 
1－1.独法制に移行してのち、ほか独法との議論に費やす時間・技術研究所内の人と

の議論に費やす時間はそれぞれ増えましたでしょうか？ 
 
1－2 独法制に移行してのち、社内・社外の歩き周りなど直接体験をする機会は増え

ましたでしょうか？ 
 
2．特許出願の幅が広くなっていますが、Ａ分野など冷凍機以外のほうで特許をとろ

うとされたきっかけは何でしょうか？ 
 
2－1 前川では組織構造の変化が必要に応じて現場から変えていくことによっても起

こるとお聞きしましたが、組織構造の変化・維持のために、具体的に何かされたこと

はありますでしょうか？ 
 
2－2 部課制・グループ制・独法制と組織構造が変ることで、社内・社外の方との付

き合い方に変化は生じましたでしょうか？ 
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第 ４ 章 
企業におけるウィークタイの生成 

 
 

第１節 中心人物の特定 
企業組織におけるコミュニケーションネットワークにおいて、ネットワークの紐帯

（リンク）は知識の伝達経路であるが、紐帯の強さによって伝えられる情報の質や量

は異なる。本章では、このなかでも「ウィークタイ」に着目し、ウィークタイを持つ

人はどのような人なのか、また彼らはどのようにしてウィークタイを持つようになっ

たのかを明らかにする。 
先行研究に解釈を加えると、ウィークタイはコミュニケーションネットワークの中

心人物が持っている可能性が高い。 
本節では、まずネットワークにおける中心人物を特定し、どのような人物であった

のかを明らかにする。 
 
 

1.1 中心性分析  

図２７はネットワークの可視化図を５年おきに一枚の図を抜き出して示したもの

である。マエカワの企業規模が大きくなると共に、共同発明ネットワークも次第に成

長し複雑になっているのがわかる。 
ネットワークが変化しているのだから、年度によってネットワークの中心人物も異

なる可能性がある。そこで本調査では、各年度におけるそれぞれの発明者の次数と媒

介性を測定した。 
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図 27 ネットワークの推移 
 
次数はノードが持つリンクの数、媒介性はノードが他のノードの媒介に貢献してい

る度合いを示している。つまり次数が大きいノードは、よりたくさんのリンクを持っ

ているため、密度の高いクラスターの内部に居るか、ネットワーク構造がスター型（ご

く少数の高次数頂点から放射状にリンクが伸び、他のノードを媒介しているネットワ

ーク）である場合は、ネットワークの中心であると考えられる。 
一方、媒介値が大きければ、ネットワーク構造に関わりなく、より多くのノードを

「つなぐ」ために貢献していると考えられる。 
各数値の測定には、ネットワーク分析ソフト NETDRAW を用いている（Borgatti et. 

al.,2002）。 
表 2 に各年のグラフにおける、ノードの次数と媒介地の算出結果の一部を示す。

（５年ごとに一年を抜き出し、上位 15 名を記した。） 
この表からは、調査の前半（70 年代、80 年代前半）にはごく一部の人々（ID0,2）

のみが常に次数中心性、媒介中心性共に高かったが、調査の後半（80 年代後半以降）

になると、多くの人が高い次数中心性、媒介中心性を持つようになったことがわかる。 
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1975 1980 
Rank 
Betweenness 

ID Betweenness Degree Rank 
Betweeness

ID Betweenness Degree 

1 0 48 8 1 0 4 3 
2 2 10 4 2 2 0 0 
3 12 0 1 3 12 0 0 
4 15 0 2 4 17 0 0 
5 18 0 2 5 28 0 1 
6 19 0 2 6 40 0 2 
7 20 0 1 7 41 0 2 
8 21 0 1 8 46 0 0 
9 22 0 1 9 51 0 1 
10 23 0 1 10 52 0 1 
11 24 0 3 11 53 0 1 
12 25 0 3 12 54 0 0 
13 26 0 3 13 55 0 1 
14 27 0 2 14 - - - 
15 -  - - 15 - - - 
1985 1990 
1 0 82 9 1 202 32 6 
2 2 36 3 2 131 24 4 
3 15 0 2 3 91 10 4 
4 17 0 2 4 24 1 3 
5 25 0 1 5 198 1 3 
6 27 0 1 6 0 0 1 
7 28 0 1 7 2 0 1 
8 58 0 2 8 10 0 4 
9 61 0 2 9 12 0 4 
10 78 0 0 10 26 0 1 
11 82 0 0 11 64 0 1 
12 91 0 1 12 97 0 2 
13 107 0 2 13 122 0 2 
14 116 0 1 14 151 0 1 
15 117 0 1 15 175 0 3 
1995 2000 
1 113 54 11 1 78 1070.5 20 
2 78 22 3 2 261 744.833 17 
3 2 0 1 3 231 395 15 
4 10 0 2 4 131 383.667 12 
5 12 0 1 5 455 368 9 
6 44 0 9 6 113 289.167 11 
7 52 0 2 7 181 265.667 10 
8 88 0 4 8 576 235.333 12 
9 90 0 0 9 350 192 4 
10 150 0 4 10 587 133.167 9 
11 162 0 1 11 570 70 8 
12 175 0 3 12 227 44.5 3 
13 182 0 4 13 437 32 3 
14 187 0 1 14 588 18.167 6 
15 198 0 0 15 374 10 6 

表 2 各年度の媒介値・次数上位者 
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1.2 中心人物の組織における認識 

次に、インタビューの結果をしめす。まず、マエカワの技術者の内部では、インフ

ォーマルなコミュニケーションが盛んに行われ、かつて一緒に仕事をした仲間やその

紹介を中心とした、非公式なコミュニケーションネットワークが築かれていることが

明らかになった。 
またこうした非公式なコミュニケーションは、研究開発にとって必要な情報やコン

センサスを得るために重要な要素であり、さらにマエカワでは、研究開発に必要な人

材をこうしたコミュニケーションネットワークを通じて得ることも多い。 
 
マエカワにおいて研究開発にかかわる組織成員にとって、コミュニケーションネッ

トワークは非常に重要であるが、本調査で明らかになった媒介中心性の高い年度が多

い発明者は、組織成員が認識するコミュニケーションネットワークの重要人物とほぼ

一致していることがしてきされた。とほぼ一致していることが指摘された。 
70 年代に次数中心性、媒介性の高かった人は ID0 と 2 の二名だったが、彼らは当

時、前川製作所においてほかの技術者の上司であり、ほかの技術者を監督していたた

め、研究開発におけるコミュニケーションネットワークの中心にいたことが明らかに

なった。 
また、多くの年で高い媒介性を持つ発明者について、どのような人であったかを調

査したところ、彼らはかつて技術研究所の所長だった人、学位を持つ技術者、過去に

「ひとかどの事をなした」と認識される技術者、特許部門に所属する人などであり、

何らかの業績や飛びぬけた技術力によって敬意をもたれている人物であることがわ

かった。 
 
 

1.3 中心人物のタイプ 
それでは、ネットワークの中心人物は実際にどのような人なのだろうか。ここでは

調査の前半において常に次数・媒介値ともに高い数値を持っていた 0 と 2 に絞って分

析を加える。 
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特許情報からは、0 と 2 は両者とも飛びぬけて多くの特許出願にかかわっており、

前川製作所の技術の中でも主要な基幹技術に関する多くの特許を発明していること

が見て取れる。 
インタビューの結果からは、彼らは現在も前川製作所に所属する最も古参の技術者

のうちの二人であること、前川製作所は 1970 年代初頭に飛躍的に拡大したため、こ

のころに多くの技術者が入社しているが、彼らはそのころから技術者にとって先輩で

あり、上司であったことが指摘された。 
彼らの違いは、その後のネットワーク上の位置に現れる。彼らのうち、0 は常に次

数・媒介値ともに高く、出現する年度において媒介中心性・次数中心性ともに高い傾

向にある。彼を取り扱った新聞記事は、彼が管理職を務めたのち役員となったことを

示している（日本経済新聞,1993 年 3 月 27 日朝刊; 日経経産業新聞,1998 年７月 22
日; 日経産業新聞,1988 年 10 月 3 日）。 
一方、2 は調査の前半において、常に次数・媒介値ともに高かったが、途中から媒

介値のみが高い年度が現れている。彼を取り扱った新聞記事は、彼が近年では自らの

研究室と弟子を抱え、自らの特異な発想力を武器に様々な研究を続けていることを示

している（日経産業新聞,1988 年 5 月 27 日; 日本経済新聞,2003 年 11 月 5 日朝刊）。 
 先行研究レビューで説明したように、アレンは組織内部のコミュニケーションネッ

トワークの中心人物であるゲートキーパーが、外部につながるネットワークを持って

いると指摘している（Allen,1977）。 
アレンの指摘に解釈を加えると、彼らは異なるタイプの中心人物であるが、彼らの 

うちどちらか（あるいは両方）が、外部につながるネットワークを持っている可能性

が高いと考えられる。 
 
 
 

第 2 節 ウィークタイを持つ発明者の特定 
本節では、共同発明関係より作成したネットワークを用いて、実際にネットワーク

においてウィークタイをもつノードを特定し、インタビューなどから彼らがどのよう

な人であったかを明らかにする。さらに、30 年間のデータを時系列に沿って分析す
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ることで、ウィークタイの生成過程についても調査する。 
 

 

2.1 本調査におけるウィークタイの定義  

まず本調査で明らかにするウィークタイの定義について述べる。紐帯の強さについ

ては、近親者か知人か(Granovetter,1974)、コミュニケーションの頻度(Hansen,1998)
など、多様な測定基準がある。しかし、本研究で用いたネットワークは共同発明関係

であり、一つ一つの関係におけるコミュニケーションの頻度や、人間関係に関する詳

細な情報はわからない。そのため、本研究では 2007 年にバラバシが主張した基準を

用いて、媒介中心性が高く、次数中心性が高いノードをウィークタイを持つノードと

している。（Onela.et.al.,2007） 
 

 

2.2 ウィークタイの特定  

本調査では各年度によってネットワークのノードやリンクの数が大きく異なるた

め、媒介値や次数順位で測ったのでは偏りが生じる。そのため、ノードの次数や媒介

値が、全体のうち何割を占めているか、つまり中心性に数値を置き換え、次数中心性

が平均よりも低く、媒介中心性が平均よりも高いという下記条件を満たすノードをウ

ィークタイとしている。 
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図 28 ウィークタイを持つ発明者 
 

調査の結果、全年を通してウィークタイを持つノードは、全ノード 775 中の 7 つ

（2,261,78,122,227,350,248）であった。 
ウィークタイを持つノードが出現したグラフのうち二枚を図 28 に示す。○で囲っ

たノードがウィークタイを持つノードである。 
 

 

2.3 ウィークタイの生成過程 
 
（1）ウィークタイを持つ発明者の特性 
さらに、ウィークタイを持つノードが、どのようにしてウィークタイを持つように

なったのかを明らかにするため、各頂点が過去にどのような性質を持っていたかにつ

いても調査する。 
サイモンによると、コミュニケーションネットワークの除々の変化は、組織構造や

変革の影響も受けるが、過去のネットワークの影響も受ける（March and 
Simon,1958) 
インタビューからは、マエカワにおいて、非公式なコミュニケーションネットワー

クは研究開発にとって非常に重要であり、そうしたコミュニケーションネットワーク

は主に「かつて一緒に仕事をした仲間」やその仲介によって作られることが明らかに
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なった。 
 
「今度独法という、いつ潰れるかわからないときに、一人で出来ないときは当然人

の力を借りようとするわけですよ。で、借りるときは昔一緒に働いた仲間をまず頼る

と言う。」 
 
これらのことから、技術者の過去の人脈は、現在のネットワーク上の位置に大きな

影響を与えていると考えることができる。そこで、ウィークタイを持つノードが、そ

れよりも過去の時点で、ネットワークのどのような位置にいたかを調査した。 
 
可視化された各年のネットワーク図からは、ウィークタイを持つノードは過去にお

いて彼らは高い次数をもっている可能性が高い（図 29）と考えられた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 29 ウィークタイを持つ発明者の過去のネットワーク 
（2）仮説の評価 

彼らが過去に次数が高かったかを調査した結果、7 つのうち 5 つが、過去のグラフ

において、平均よりも高い次数中心性を持っている、つまり下記条件を満たすことが

明らかになった。 
 

kk CC >  

 

ウィークタイをもつ各ノードがウィークタイとして特定された年と、高い次数を持
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つノードであった年を表 3 に示す。 
 

Year Node of weak tie Year of High degree  
1977 2 1973,1974,1975,1976,1979,19831985 
1986 2 1973,1974,1975,1976,1979,19831985 
1991 261 None 
1993 2 1973,1974,1975,1976,1979,19831985 
1995 78 1987,1988,1993,1994,1997,1998,1999 
1998 122 None 
2000 227 1990 
2000 350 1993,1996,1997 
2003 248 1993,1994,1995 

表 3 ウィークタイを持っていた年度と高い次数を持っていた年度 

 
この分析結果から、ウィークタイを持つノードのうち 71.42 パーセントが、ウィー

クタイを持っていた年よりも過去の年度のネットワークにおいて、高い次数を持つノ

ードであることが明らかになった。 

 

 

 

第３節 まとめ 

これらを踏まえて、本調査で明らかになったことをまとめる。 

まず、中心性の高かった人物のネットワーク上の位置の変化について述べる。ネッ

トワークの可視化図からもわかるように、ネットワーク自体も成長しその構造も複雑

になっているように、時間の経過によって、個人のネットワーク上の位置も変化して

いる。 

70年代に媒介中心性・次数中心性の高い二名は、実際に管理職であり、他の技術者

を指導する立場であった。しかし彼らは1995年以降においては、それほど高い媒介中

心性・次数中心性を示していない。実際には、このころになると彼らは会社役員にな

ったり研究室を持つようになり、多くの技術者の指導をする立場からは外れていた。

しかし、彼らのうち片方は、ウィークタイを持っており、他の技術者を媒介していた。 

それでは、ウィークタイを持つ人はどのような人なのだろうか。インタビューの結
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果から、媒介性の高い人は、何らかの業績や飛びぬけた技術力によって敬意を持たれ

ている人物であったことがわかった。本調査においては、媒介性の高いノードのうち、

次数の低いノードがウィークタイを持つとされるが、調査の結果、ウィークタイを持

つノードは７７５中の７つであり、ウィークタイを持つ発明者の74%が過去に高い次

数を持つ人であることが明らかになった。 

 

これらの結果から、ネットワークの中心人物は多くの次数を持つ（多くの発明者の

中心である）いわば「強いリーダータイプ」と、ウィークタイを発揮する「ウィーク

タイタイプ」に分けることができる。しかし、ウィークタイを効果的に使用できた人

の多くが、過去において多くの人々と研究開発に関わるコミュニケーションネットワ

ークを持ち、「発明」という成果を上げてきた人であることを示している。 
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第 ５ 章 
スモールワールドネットワーク 
 

第１節 問題意識 
前章ではネットワーク構造と組織構造の関連に着目し、知識創造において重要な役

割を果たすと思われるネットワーク構造の推移を明らかにした。 
それでは、どのようなネットワーク構造が知識創造の成果をより増加させるのだろ

うか。また、最適なネットワーク構造はどのようにして作られるのだろうか。 
 
 

1.1 組織における自立した小集団 

近年、変化の激しい需要に対応するため、大量生産に適した階層構造にかわって、

タスクフォース、社内ベンチャー、ネットワーク組織など機動性のある小集団を多く

抱える組織構造が注目されている（榊原,1985;今井･金子,1988）。 
一つひとつの需要に専門特化した小集団は、それぞれが異なる市場に対することに

より、多様な進化の可能性を追求する。また小集団が独立した会計制度を持ち、同じ

企業内で取引すら行うことは、企業内に市場的要素を取り入れることになる。だが、

自律した小集団を多く抱える組織は、階層の少ない比較的フラットな組織構造を採る

ことが多く、こういった組織は階層の機能の一つである知識の保存が充分には果たさ

れず、またそれぞれの小集団で作られた知識を組織のほかの部分とどうやって共有す

るかと言った問題も背負っている。これらの問題に対応するために、自律した小集団

の集合体という組織構造を採る企業では、構成員のネットワークはより重要な要素と

なるといえるだろう。 
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組織構造は、構成員のネットワークを規定する要素である。したがって組織構造の

変革は、それまでにあった構成員のネットワーク構造を変化させることとなる。企業

が組織構造を自律した小集団の集合体へ変革し、再統合する時、構成員のネットワー

クはどのように推移するのだろうか。また自律した小集団において創造的な成果をあ

げるのに適したネットワーク構造とはどのようなものであり、どのようにして築かれ

るのだろうか。 
 
 
 

第２節 ネットワーク構造とイノベーション能力 
先行研究レビューから、組織成員のネットワークと知識創造の成果には関連がある

と考えられる。そして、スモールワールド性の高いネットワークが企業のイノベーシ

ョン能力をより増加させるという仮説に至った。 
実際にはどのようなネットワーク構造が、最も知識創造の成果に影響を与えるのだ

ろうか。本項では、特許情報によるネットワークについて構造分析を行い、組織の知

識創造の成果（特許出願）の成果との関連について調査した。 
 
 

2.1 平均次数 
 
（1）平均次数の算出 
平均次数とは、ネットワークにおける、ノードの次数（リンク数）の平均値である。

本調査において、ノードは発明者、リンクは共同発明関係であるから、共同発明関係

が多くなればなるほど、平均次数は高くなる。 
 
 
（2）平均次数の推移 
発明者ネットワークにおける平均次数（AK）と、特許出願数の推移は図３０に示
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すとおりである。平均次数の高さは、共同発明関係の多いことをあらわしている。 
この値と特許出願数の関連が高ければ、より多くの人の視点から発明のアイディア

を得ることが出来る状態であるほど、つまり連携が多ければ多いほど、特許出願につ

ながりやすいと考えることが出来る。 
分析の結果、平均次数にはばらつきがあるが、全体をとおして緩やかに上昇してい

ることがわかった。 
一方、各年度の特許出願数にはばらつきもあるが、独法期にあたる 1980 年ごろか

ら 1994 年ごろまではやや低下し、再編期にあたる 1995 年ごろから順調に増加して

いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（図 30）平均次数の推移 
 
 

2.2 到達可能性 
 
（1）到達可能性の算出 
到達可能性は各ノードから任意のほかのノードへ到達する可能性を表す。つまりネ
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ットワーク上の多くノードが繋がっていればいるほど高くなる（1 に近くなる）。こ

の調査においてはノードが発明者、リンクは共同発明関係であるので、より多くの発

明者が、自身が主に所属しているプロジェクトの外にいる発明者とも何らかの協働関

係にあれば高くなる。言い変えると、発明者達は異なる研究テーマに取り組んでいて

も、なんらかの共同発明関係にあると考えられる。この値と特許出願数の関連が高け

れば、分野を超えた連携が多ければ多いほど、特許出願につながりやすいと考えるこ

とが出来る。 
到達可能性は頂点 i が頂点ｊに共同発明関係がある場合は aij=1、共同発明関係が

ない場合は 0 と記載することで作成する隣接行列から、到達可能性行列を作成して求

めている。隣接行列 A における到達可能性行列 R は、頂点 i が頂点ｊに到達可能であ

るとき、その成分ｒij=1, そうでない時 0 で表されるような行列である。頂点数 p、
単位行列 I として、到達可能性行列は次式により求められる。 

 

( ) ( ) #112 # −− +=+++=
pnp AIAAAIR ・・・  

 
（2）到達可能性の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

図 31 到達可能性の推移 
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共同発明関係における RA と、特許出願数の推移は図 31 の通りである。1970 年代、

発明者数自体も少なかったこともあり、RA は高かった。80 年ごろより大きくバラつ

きながら減少し、90 年ごろは常に少ない数値であった。95 年ごろより再び上昇し始

め、最終年度において大きく増加している。 
 
 

2.3 スモールワールド性 
 
（1）スモールワールド性の算出 
スモールワールド性の測定方法は複数紹介されているが、本調査では最も一般的と

思われるワッツの指標を用いた（Watts,1999a；Watts,2003）。ワッツによるとスモ

ールワールド性の高さは、ネットワークのクラスタリング係数（局所ネットワークの

密度の高さ）と平均最短経路長（ネットワークの直径の短さ）の実測値と、ネットワ

ークの次数とノード数から求められるランダムネットワークの数値との比によって

求められ、それぞれの指標の実測値は下記式のとおりである。 
本研究では、クラスタリング係数の算出に北陸先端科学技術大学院大学林研究室開

発のソフトウェアを用いている。 
 

∑
<

=
N

i
jacutual C

N
C

1

1
 

 

∑
<−

=
ji

jiactual d
NN

L ,)1(
2

 

 

ランダムネットワークの randomC および randomL はポワソン分布の元で、下記式によっ

て近似解が求められる。 

 

randomC  ≒ nk  
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randomL  ≒ ( ) ( )klnl nn  

 

上記と実測値の対比（下記式）により、ネットワークの SWI が算出される。 
 

[ ][ ]randomrandomactualactual CLLCSWI =  

 
（2）スモールワールド性の推移 
上記式によって算出した各年度における発明者ネットワークのＳＷＩの推移を図

32 に示す。発明者ネットワークのスモールワールド性であるＳＷＩも 1995 年ごろか

ら同じように伸びている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 32 スモールワールド性の推移 

 
 

2.4 イノベーション能力との関連 

この結果を受けて、発明者ネットワークのＡＫ，ＲＡ、ＳＷＩを独立変数、各年度

の特許出願数を従属変数として回帰分析を行った。表 4～6 に検定結果を示す。 
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検定結果から、発明者ネットワークの構造と特許出願数から見た企業のイノベーシ

ョン能力の相関は、平均次数 AK にごく弱いが相関あり、到達可能性 RA は相関なし、

スモールワールド性 SWI に強い相関が見られた。 
これらの結果から、ただ単に発明にアイディアを出す人（平均共同発明者数である

平均次数）を増やしたり、異なるプロジェクトに所属する人からアイディアをえる（到

達可能性を増加させる）よりも、発明者が密度の高い関係をもつクラスターと、それ

らをつなぐ媒介役が同時に存在する状態によって、直接（あるいは少ない仲介で）発

明者同士がアイディアを出し合える状態（つまりスモールワールド性の高い状態）を

作ることが最も有効だといえる。 
 
 

（表 4）ＡＫ（平均次数と特許出願数の関連） 
AK と特許出願数 

  特許出願数 

AK t 有意確率 

  2.607 0.014*

（*は 5%水準で有意） 

 
 

（表 5）ＲＡ（到達可能性と特許出願数の関連） 
RA と特許出願数 

  特許出願数 

RA t 有意確率 

  -0.5 0.961

 
 
 

（表 6）SWI（スモールワールド性と特許出願件数の関連） 
 SWI と特許出願数 

   特許出願数 

 ＳＷＩ t 有意確率 

   5.459 0.000***
 （***は 0.001%水準で有意） 
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もちろんＳＷＩ単独の意味を鑑みれば、ＳＷＩの値が意味を持つのは最大連結成分

が成長する 1995 年以降である。しかし、本研究ではネットワークのスモールワール

ド性が企業のイノベーション能力の増加に有効であるという仮定を証明するため、そ

して構成員のネットワークダイナミクスを明らかにするためには、長期間にわたって

そのため同じ指標で測定することが必要と考え、非常にノードのすくない年度（1970
年代）においてもＳＷＩを測定している。 
 
 
 

第３節 スモールワールド化のプロセス 
前項の分析では、ネットワークのスモールワールド性が高いほど、イノベーション

能力も高いことがわかった。 
それでは、スモールワールド性の高いネットワークを築くにはどうすればよいのだ

ろうか。先行研究では、組織構造や組織構造変革が、組織におけるコミュニケーショ

ンネットワークに影響を与えることが明らかになったが、調査対象先においても、こ

の傾向はみられたのだろうか。 
共同発明ネットワークのスモールワールド性は 1995 年ごろから急速に上昇してい

るが、マエカワにおける組織変革、なかでも大きな方向転換である小集団の分化と統

合はそれぞれ構成員のネットワークにどのような影響を与えたのだろうか。 
 
 

3.1 ネットワークの推移 
まず、可視化図とその年度に対応するネットワークのスモールワールド性に関する

基礎統計量を述べる。可視化図は五年毎に一枚を記載し（図 26）、それぞれの年度に

対応するネットワークの基礎統計量を開示する（表 7）。 
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図 26 ネットワークの推移 
 

 

表 7 SWI に関する基礎統計量 
Ｎ Ｋ Ｃ Ｌ Year 

In component Average degree actual random actual random 

ＳＷＩ 

1973  4 1.555 0.259 1.388 1.333 3.137 1.568 
1978 8 2 0.37 0.25 1.607 3 4.395 
1983 15 4.368 0.762 0.291 1.742  1.836 2.759 
1988 19 4.413 0.729 0.232 1.941 1.983 3.207 
1993 14 4.173 0.784 0.298 1.494 1.846 3.253 
1998 30 3.432 0.77 0.114 3.121 2.757 5.949 
2003 106 4.97 0.817 0.046 4.361 2.908 11.63 

 

 

 

（2）グループ制時代 
つぎに、組織構造・変革がネットワークにどのような影響を与えたのか、ネットワ

ーク可視化図とインタビューから考察する。 
1970 年代のネットワークは小さく発明者も共同発明関係も少ないが、全ての図に

おいて多くの特許出願に関わる二名の発明者が常に中心であり、ネットワーク上では

彼らがほかの発明者を媒介していた。1970 年代はグループ制であるが、この頃マエ

カワは大きく発展したため、大半の発明者が入社したばかりの若い技術者であり、彼
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らは上司（ほかの発明者を媒介している二名）の元で指示を受けて研究開発を進めて

いたことがわかった。 

 

「（入社した当時は）上には（他の発明者を媒介する二名）と、もう 2、3 の先輩が

いるくらいで…（他の発明者を媒介する二名）の時代と呼ばれていた。」 

 
 
（3）小集団への分化 

1980 年代から 1990 年代の前半にかけてのネットワークでは、最大連結成分が小さ

くなり、小規模なクラスターが増加していることが確認できる（図 33）。 
 
 
 
 
 
 
 
 

1993 年          1998 年 
図 33 小集団へ分化する時期のネットワーク 

 
1980 年代になるとマエカワでは過渡期が始まり、グループが次々と独立法人化し

ていった。1990 年ごろに独法への移行は完了するが、1980 年代に始まる「過渡期」

と 1990 年ごろから 1994 年ごろまでの「独法制」時代はまさに小集団への分化の時

期であった。 
小集団への分化の時期における、組織変革の発明者ネットワークへの直接的な影響

は、発明者ネットワークに販売担当者が含まれるようになったことである。この時期

も発明者の大部分は本社付である技術研究所の技術者であったが、過渡期以降、次第

に独法に所属する販売担当者も発明者として名を連ねるようになってきた。 
インタビューでは、「五年間赤字が続いたら独法が潰れてしまう」という危機感か
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ら、独法に所属する人の意識が「開発された機械をただ売るだけでなく自ら売れるも

のを作る」というように変り、開発会議に参加して積極的に発案するようになってき

たことが指摘された。 
小集団に分化して個々の市場に対応するという戦略の変更によって、技術研究所で

行われる研究のテーマも変化した。技術研究所は独法からのロイヤリティ収入で運営

されているため出資者である独法が小規模化し、それぞれの市場に深く狭く対応する

ようになったことを受けて、研究テーマも圧縮機やモーターなどの機関技術からアプ

リケーションの開発が主流になってきたのである。 
 

「（独法は）冷凍機をどう使えるかの方を考えるので、アプリケーションを付けた自

動機械だとか、そういう方向に膨らんできた」 

（4）小集団の統合 
1995 年以降のネットワークは独法期に盛んに作られた小規模クラスターを連結す

るリンクが出来、最大連結成分が次第に成長している（図 34）。 
 
 
 
 
 
 
 

1998 年           2003 年 
図 34 小集団が統合する時期のネットワーク 

 
1995 年ごろ、マエカワでは独法の再編が始まり、現在も続いている。これまで、

多様な市場に個々に対応するため、マエカワは小集団への分化を行ってきたが、1995
年ごろから始まる独法の再編期は、小集団の統合期とも言えるだろう。 
小集団の統合の時期における発明者ネットワークへの直接的な影響は、発明者の大

半を占めている技術研究所に所属する技術者の一部が、大規模な人事異動によって独

法へ流出したことである。独法の再編は、小さな企業一つ一つでは生き残るために目
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先の利益を追いがちになり、長期的な目線での投資ができないという理由から、主に

似通った分野を扱う独法どうしを統合していく形で行われた。しかし、再編によって

独法時代の良い点であった、個々の顧客のニーズを把握する能力がなくなっては意味

がない。組織の構成員が「全体」であることを意識しながらも、研究開発の最前線を

顧客に近い部分に置き続けるための方策が採られた。研究開発という視点と研究所に

深い関係を持つ技術者が顧客に近い独法に異動したのはこのためである。 

 
「彼らが戻ってくる気があるかどうかはわからないが、現場の知識を吸収してくる

んだって言って、今たくさん技術研究所の技術者が独法のほうへ行って（異動して）

ますよ。」 
 

 独法へ異動した技術者は、その時点では技術研究所にとって外部者であるが、かつ

て一緒に仕事をした同僚であり、価値観や背景情報をすでに共有し、信頼関係も築か

れている。技術研究所の技術者が独法へ移動したことで彼らを媒介役にすることがで

き、独法と技術研究所の関係は以前よりも構築しやすくなった。 
個々の市場に対応するため小集団に分化していた組織を、「全体」を意識するため

に再度統一していくといった方向転換を伴う戦略変更によって、技術研究所で行われ

る研究のテーマも変化した。現在も技術研究所が独法からのロイヤリティ収入で運営

される体制は変っていないため、出資者である独法の規模が大きくなり、より大規模

な研究開発投資が可能になったことを受けて、技術研究所の研究テーマもこれまでの

アプリケーションをつなげたラインの設計やプラントの開発という大規模なものへ

と移行したのである。 

 

 

 

第 4 節 まとめ 

本章では、まず特許情報によるネットワーク分析の結果から、共同発明者を増やし

たり、異なる分野の技術者との協働の機会を多くするよりも、効率的なネットワーク

構造を構築するほうが、より企業のイノベーション能力の増加に貢献することを明ら
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かにした。 
さらに、組織構造の変化の時期と可視化図、インタビュー結果を照らし合わせ、小

集団の分化が行われた時期には発明者ネットワークの小規模クラスターが増加し、小

集団の統合が行われた時期にはこれらをつなぐリンクが出来たことが明らかになっ

た。すなわち、発明者ネットワークのスモールワールド化には、小集団への分化の時

期に起こったクラスターの群立と小集団を統合する時期に起こった小集団をつなぐ

リンクの形成、このどちらかではなく、組織変革をはさんで起こった両方のプロセス

が必要であったのである。 
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第 ６ 章 
考察 
 
第１節  ウィークタイの生成 
第 4 章では、ネットワークのダイナミクスという視点で技術者のコミュニケーショ

ンネットワークを調査し、時間の経過とともにネットワークが成長していること、ウ

ィークタイを持つ人物のうち、約 7 割が過去に高い次数中心を持っていたことが明ら

かになった。本項ではインタビューの結果から、これらの結果について考察する。 
 
 

1.1 過去のネットワークがあたえる影響 
 マエカワにおいては、非公式なコミュニケーションが盛んであり、研究開発に関わ

る技術者は研究開発にかかわる情報をこうしたネットワークから得ていることがイ

ンタビューにおいて指摘された。 
さらに、マエカワでは、もちろん研究開発プロジェクトのメンバーは上司の命令で

決まることもあるが、自分達でプロジェクトに関わる相手を選ぶことが多い。自らプ

ロジェクトメンバーを選ぶ場合は、技術者の専門分野は狭いため、その人が過去に何

を研究していたか、どういう実績があるかという情報を知っていなければならないが、

こうした情報を得るためにも、非公式なコミュニケーションネットワークを通して得

た情報が重要であることが指摘された。 
そして、非公式なコミュニケーションネットワークは、過去に一緒に働いた同僚や

彼らの仲介によって作られることも同時に指摘された。 
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「自分の力が足りないときは、人の力を借りようって当然考えるわけですよね。で、

借りる場合にやっぱり昔一緒に仕事をしていた仲間とかに声をかけると言うのが普

通でしょう。」 
 
もちろん、前川製作所における発明者とは「発明にアイディアを出した者・なくて

はならない者」であり、研究開発プロジェクトのメンバーと同一であるとは限らない

が、プロジェクトの成果である発明に関して、重要な貢献をした人物であることは確

かである。 
このことを考えると、発明者として名前が挙げられる人々は、彼らの非公式なコミ

ュニケーションのネットワークにすでに組み込まれていたか、その時点では組み込ま

れていなくとも、それ以降組み込まれている可能性が高い。 
 
コミュニケーションネットワークは、その発達のいかなる所与の段階においても、 

その徐々の変化はすでに確立されているパターンによって大きな影響を受ける

（March and Simon,1958）。 
マエカワにおいても、「昔一緒に働いた仲間」から作られる非公式なコミュニケー

ションネットワークが、現在の研究開発に加わるメンバーを決定する要素となるのだ

から、過去のネットワークは現在のネットワークに大きな影響を与えているといえる

だろう。 
 

 

1.2 ウィークタイを持つ発明者 
アレンは多くの技術者が組織構造の枠内のみに密接なコミュニケーションネット

ワークを持つ一方で、ごく一部のゲートキーパーと呼ばれる人物が、組織構造内部の

コミュニケーションネットワークの中心であると同時に、外部に繋がるネットワーク

を持っており、彼を通して外部の知識が翻訳されて組織内に伝えられることを示した

(Allen,1977）。 

アレンの言う組織構造の枠内の密接なコミュニケーションネットワークが、局所ネ
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ットワーク（クラスター）に相当し、外部に繋がるネットワークが、これらのクラス

ター同士をつなぐ数少ないリンクであると考えると、本調査においても同様のコミュ

ニケーションネットワークの構造が見られたといえる。 

 

また、本研究における調査は、共同発明関係を分析対象としている。前川製作所に

おいて発明者とは「アイディアを出した者」「発明になくてはならない者」であり、

共同発明関係とは、公式・非公式のコミュニケーションネットワークのうち、発明に

至った成功事例である。 

 さらに、4 章の分析では、ウィークタイを持つノードを、媒介値が高く、次数が低

いノード、つまり密度が高いネットワーク同士をつなぐ唯一の（あるいは数少ない）

リンクを持つノードと定義している。 

そしてこのような条件を満たす「ウィークタイを持つ発明者」は 775 人中わずかに

7 人であったが、そのうちの多くが、過去のネットワークにおいて高い確率で高い次

数を持つ発明者であることが明らかになった。 

これらのことを考えると、こうした成功事例において、媒介性の高い人々の多くが

技術研究所長などの管理職や「ひとかどの事をなした技術者」「学位を持つ技術者」

などであったこと、またこうした成功事例においてウィークタイを行使した（できた）

人の 74％が過去に高い次数中心を持っていたという調査結果からは、ウィークタイを

有効活用できるのは、技術者が信頼できる要素（地位や業績など）を持っている人で

ある可能性が高いと考えられる。 

 

言い変えると、知識創造には視座の転換をもたらすウィークタイは重要であるが、

ウィークタイを有効活用し、人々に視座の転換をもたらすためには、彼らの信頼にた

る要素（過去の人脈）を持ち合わせていることが重要なのである。 

 

 

 

第 2 節 スモールワールド性の推移 

第 5 章では、組織の変革に応じて求められる成果も変ったため、結果的に成員のネ



 87

ットワークが変化することが明らかになった。本項ではこれらの結果を踏まえ、特に

重要と思われる要素に絞ってさらに考察を加える。 
 
 

2.1 求められる成果 

学術研究において特に新しいパラダイムが創出される際は活発なコミュニケーシ

ョンが求められる（Crane,1972）が、構築されるネットワークの構造やリンクの強

度によって伝えられる情報は異なるため、創出するべき成果によって、求められるネ

ットワーク構造は異なる(Hansen,1999,)。 
多様化する個々の需要に適応した新しいバリエーションの創出には、明文化されて

いない詳細な情報が必要である（石井ほか,1985; 加護野,1985；Mantz et al.,1995; 遠
山ほか,2000）。このことを考えると、新しいバリエーションを創出するのに適したネ

ットワーク構造は、背景情報を共有できる密なクラスターである（Aldrich,2007）。 
マエカワにおいても、小集団へ分化する時期（1980 年ごろ～）には外部との共同

開発も盛んであったが、外部との共同開発によって全く新しい分野の研究開発を進め

る為には密接なコミュニケーションが必要であったことが指摘されている。 
 

「（外部との共同開発は）大事だとは思うけれど、共同開発には時間がかかるし、大

変なんですよ。開発に入るまでに、会議や打ち合わせが多くてね。」 
 
新しいバリエーションに関する情報が組織のほかの場所に伝えられれば、新しいバ

リエーションはそれぞれの場所で選択・淘汰される（加護野,1985）。そして、新しい

バリエーションに関する情報を組織のほかの場所へ伝えやすいのは、小集団同士を直

接つなぐ組織構成員の間に築かれたネットワークである（加護野,1985;野中ほ

か,2006）。このことを考えると、新しいバリエーションを共有するのに適したネット

ワーク構造は、密度の高いクラスターを直接（あるいは少ない媒介で）つなぐリンク

がある構造である。 
マエカワにおいても、小集団の統合が始まった 1995 年頃から、研究テーマの主流

はさまざまなアプリケーションを統合したラインの設計や大型プラントの研究開発
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へ移行していったが、こうした研究テーマに取り組むようになると、かつて別々のア

プリケーション開発に参加して分散していた技術者をつなぐリンクが構築されるよ

うになった。 

 

 

2.2 探索の方向性 

前川製作所の発明者ネットワークのスモールワールド性は 1990 年代後半から断続

的に増加している。 

ネットワーク構造に変化があるのだから、ネットワークの中ではリワイアリングが

起こっていると考えられる。ただし社会学者の多くが指摘するように、現実社会にお

いて個人はリワイアリングの相手をランダムに選んでいるわけではない。多くの場合、

個人はリワイアリング相手を探す際、それぞれが持つ目的を遂行するために見込みに

よって相手を絞り込み、方向性を持った探索を行っている（西口,2007b）。 

マエカワにおいても、発明者である技術研究所の技術者や独法構成員はランダムに

共同発明関係を築いているのではなく、業務命令の遂行すなわち研究開発や独法の黒

字転換のために、役立つ知識や技術を持っている人に絞り込んで、リワイアリングを

行っていると考えるのが妥当であろう。 

これらのことを考えると、小集団への分化の時期は、個々の市場に適応するアプリ

ケーションの開発などが研究テーマの主流となり、個々の市場に適した新しいバリエ

ーションを作成するために、研究開発に携わる人々には密な相互作用が求められ、発

明者ネットワークには小規模なクラスターが群立したと考えられる。 
一方、小集団の統合の時期は、これらを複合したラインやトータルプラントなどの

研究開発が研究テーマの主流となったため、発明者ネットワークにはこれらのクラス

ターをつないだリンクができた。 
つまり、それぞれの時期は成員に「求められる成果」が異なったため、組織構成員

の「探索の方向性」がそれに伴って変化し、結果的にコミュニケーションネットワー

クが増加したと考えることができる。 
もちろん、前項で述べたように、コミュニケーションネットワークは過去のネット

ワークの影響を受けて発展していくものであるから、この変化はクラスターの群立か
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らこれらをつなぐリンクの生成へと断続的に、成長の方向性の変化となって表れたと

考えられる。 
 
 
 

第 3 節 組織変革の影響 

前項で述べたように、マエカワにおける共同発明関係のスモールワールド化は、組

織成員に求められる成果が変化したために、ネットワークの成長の方向性の変化する

ことで起こったと考えられる。 
しかし、インタビューでは、組織変革そのものがもたらす影響についても指摘され

た。 
 
 

3.1 リワイアリングコスト 

ソーシャルキャピタルの蓄積はコミュニティの創造性を増加させるが（金井,1994; 
Cohen,2001; Aldrich,2003; 稲垣,2003）、実際にネットワークの構築し、維持するに

はコストがかかる(Hansen,1999; Wenger and Snyder,2002)。 

さらにいうと、現実社会におけるネットワークにおいては、リンクの構築・維持に

かかるコストも一定ではない。（Wenger,2002）。外部者とのリンク構築・維持には頻

繁にミーティングを行うなどの労力や、異なる背景を推察し、異なる価値観の存在を

許容する度量の大きさが求められる（Ibarra, 1995; 安田,1997）など、内部者とのリ

ンク構築・維持よりもかかるコストが大きい。 
したがってリワイアリング相手に外部者が選択された場合は、そのリンクの構築・

維持には内部者よりもコストがかかる。 
マエカワにおいても、技術研究所の技術者や独法の構成員が外部者とリンクを構築

するには、場所を決めて定期的にミーティングを行う、相手の企業へ出向くなどの時

間や労力がかかると推察できる。さらに所属する組織が異なればそれぞれが直面する

問題や向き合う市場も異なっているため、それぞれに異なる価値観を持ち、業務に使
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用する用語すら異なることが指摘されている（清水ほか,2004）。このような外部者と

共に研究開発を行うには、彼らの背景情報を推察し（あるいは彼らの場所へ入り込ん

で背景情報を学び取り）、異なる価値観の存在を許容しながらも自分の価値観を保持

した状態で議論を進める必要があった（清水ほか,2004）。 

ここまでに述べた「リンク構築・維持のコスト」という概念を用いると、以下の解

釈が出来る。 
 
独法は多様化した個々の市場に分散して対応するために採られた制度である（露

木,2003）。個々の市場における需要を確実につかみ、需要に合致するアプリケーショ

ンを開発するためには、小規模なチームでそれぞれの市場に入り込み、明文化されて

いない背景情報をも取り込む必要があった（露木,2003）。 
たしかに、独法時代の発明者ネットワークには小規模なクラスターが群立しており、

このような密度の高いクラスターに所属する人々の間では、明文化されない背景情報

の共有が可能（Wenger,2002; Aldrich,2007）であったと考えられる。 
しかし、発明者の大半を占める技術研究所の技術者にとって、顧客や独法構成員は

ふだん異なる環境に所属する外部者である。外部者と関係を築く際には、内部者との

間に関係を築くよりもより多くの労力が求められる（Ibbara,1995; 安田,1997）。し

たがって独法時代は人間関係構築のためにより労力を必要とされる時代だったと考

えられる。 
これに対して、小集団の統合による発明者ネットワークへの直接的な影響は、技術

研究所から独法への技術者の流出であった。流出した技術者は、技術研究所にとって

その時点では外部者であるが、以前は一緒に仕事をした同僚であり、価値観や背景情

報をすでに共有し、信頼関係も築かれている。直面する課題の違いによって起こる価

値観の相違や業務に用いる用語の相違についても、彼らによる翻訳が期待できる。彼

らを通じてリワイアリングを行うことで、独法と技術研究所のリンク構築のコストは

大幅に削減できるため、再編期のリンク構築・維持にかかるコストは、比較的少なく

なったと考えられる。 
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3.2 組織変革とネットワーク 

マエカワは全社を巻き込んだ組織変革が多く、組織構造が流動的な企業である（露

木,2003）。1973 年から 2003 年までの調査期間内においても部課制、グループ制、過

渡期、独法制、再編期の５つの組織構造を経験し、中には小集団化から再統合への大

きな方向転換もあった。 
インタビューでは、こうした組織変革そのものがもたらす影響についても指摘され

た。 
 
「マンネリ化するっていうのもあるし、一つの組織体を 5 年くらい続けるとグルー

プ間に壁が出来るとかそういうのもあるんじゃないかと思うんで、そこはやっぱり製

販技一体とかプロジェクトでやると言ってもやりにくいと言うのが出てくると、やっ

ぱり違う編成して活性化しようと。」 
 
大規模な組織変革は、独法再編期のように人事異動を伴うこともある。インタビュ

ーにおいて、マエカワでは組織変革による人事異動が起こることで、個人の中に築か

れていた非公式なネットワークが再認識されることが指摘された。 
 
「今度独法という、いつ潰れるかわからないときに、一人で出来ないときは当然人

の力を借りようとするわけですよ。で、借りるときは昔一緒に働いた仲間をまず頼る

と言う。」 
 
異動した個人は異なる小集団の構成員になるが、「昔一緒に働いた仲間」との関係

はなくなるわけではない。むしろ不安定な環境において、構成員は非公式なコミュニ

ケーションネットワークの重要性を再認識する（Wenger. et., al.,2002）。 
さらにいうと、組織の外部者との関係を築くにはより多くのコストを要するが、相

手が「昔一緒に働いた仲間」であればその労力は少なくなる。したがって、組織変革

によって起こる大規模な人事異動は、組織構成員の非公式なネットワークに影響を与

え、研究開発に必要なリンク構築にかかるコストを削減する要因でもあると考えられ

る。 
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いいかえると、組織変革そのものの効果として、組織構成員に非公式なネットワー

クの存在を強く認識させることがあげられ、組織変革に伴う人事異動は、ネットワー

クを築く際の媒介者を作る可能性があるといえる。 
リワイアリングにかかるコストという視点からこのことを考えると、組織変革はリ

ワイアリングにかかるコストを下げる手段にもなるのである。 
このことから、イノベーションに最適と思われるスモールワールドネットワークの

構築には組織変革そのものにも重要な役割があるといえる。 
 
もちろん、1981 年以降の発明者ネットワークの推移に影響を与えた要因について

は、そもそも技術研究所は独法からのロイヤリティ収入で運営されるなど、小集団の

分化・小集団の統合といった組織構造ではなく、市場的な要素を取り入れたためにも

ともと築かれていた人脈を元に発明者ネットワークの変化が起こったという対抗仮

説も考えられる。しかし、技術研究所が独法からのロイヤリティ収入で運営される制

度自体は変わっておらず、それでも小集団への分化の時期と、小集団の統合の時期に

は、販売担当者の流入、技術者の異動というそれぞれ異なる傾向があったことから、

小集団への分化から小集団の統合へ大きな方向転換を伴う組織変革がスモールワー

ルド化の要因であると考えられる。 
 
 
 

第４節 まとめ 

つぎに、ここまでの考察をまとめ、ウィークタイとスモールワールドネットワーク、

それぞれの生成過程について説明する。 
 

 

4.1 ウィークタイの生成過程 
ウィークタイは形式知の伝達と知識の検索に高い効率を示し、異なる視点を持つ
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人々をつなぐことで「視座の転換」をもたらすと考えられる。したがってウィークタ

イは、企業の知識創造を促進する重要な要素である。 

多くの研究に、こうしたウィークタイの効果を見ることができる（Allen,1977; 

Aldrich,2007）が、これまでのネットワーク分析についての研究は、そのほとんどが

静的な分析である。パットナムがアメリカにおけるネットワークの衰退について明ら

かにしたように（Putnum,2001）、ネットワークは常に変化している。 

本研究では、こうしたネットワークのダイナミクスという視点を加え、ウィークタ

イの生成過程について調査を行った結果、ウィークタイを有効に活用した人々は、背

後のクラスターにある信頼に加えて、過去において多くの人脈を持っている、あるい

は高い業績を上げているなど、本人自身も信頼性を高める要素を持っていることが明

らかになった。 

 

 

4.2 スモールワールドネットワークの形成過程 
スモールワールドネットワークの形成過程には綿密なフィールドワークによる記

述がある（稲垣,2003;西口,2007a）。なかでも西口は温州の「外出人」ネットワーク

の成長について、最初に幾人かが出稼ぎのために苦労して外国へ移動し、そこである

程度事業がうまくいくと家族や親戚を呼び寄せ、さらには親戚の伝をたどって事業の

拡大を測ると言った過程をたどってスモールワールドネットワークが築かれること

を明らかにしている（西口,2007a）。 
マエカワにおいても、これと同じ解釈が出来る。過渡期から独法制にかけて小集団

への分化が行われた時期には、独法構成員や技術研究所の技術者は多くのコストをか

けてそれぞれの市場に入り込み、ほかの企業との共同開発に乗り出し、個々の需要に

対応するための技術開発のアイディアを技術研究所にもちこんで発明者ネットワー

クに複数の小規模クラスターを築いた。小集団の統合期は、こうして築かれたそれぞ

れの技術を、なじみの人脈を用いてつなぎ合わせ、大型プラントなど更なる需要に結

びつけるものであった。 
外部者と初めて共同開発を行うには、リンクの構築のために多くのコストが必要に

なる。しかしかつての同僚に仲介を頼むのであれば、リンクの構築にかかるコストは
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削減される。マエカワにおいて、イノベーションに最適と思われる、発明者のスモー

ルワールドネットワークは、組織変革に伴う大きな方向性の変化と、組織変革に伴う

人事異動により、個人がこれまでに築いてきた人脈を生かしたリンクの構築を行うこ

とによって作られたと考えられる。 
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第 ７ 章 
結論と含意 
 
第 1 節 結論 
本節では、これまでの研究結果を踏まえて、考察に用いた主要な概念について説明

し、概念同士の関連を用いてネットワーク変化に影響を与える要因のモデルを作成、

作成したモデルを用いて本研究の調査対象先である前川製作所（マエカワ）の事例を

解釈する。 

 

 

1.1 概念の説明 

 
（1）戦略 
組織は戦略に従い、戦略は組織に従うと指摘されるように、組織構造の変化は戦略

の変化の影響を受ける（Chandler,1962; Galbraith and Nathanson,1978）。調査対象

先である前川製作所においても、1970 年代には大量生産に適応するという戦略の変

化にともなって、組織構造は部課制に変化した。1980 年代からは、これを元に戻す

という変化によってグループ制・独法制（小集団への分化）へと変化し、1990 年代

の後半からは再び全体として認識を深めるため、再統合（小集団の統合）が行われた。 
しかし、こうした戦略の変化は組織構造だけでなく、研究開発に携わる組織成員に

求められる成果にも影響を与える。マエカワの研究テーマも、小集団への分化の時期

には個々の需要に適したアプリケーションの研究開発が主流となり、小集団の統合の
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時期には要素技術を統合したトータルプラントなどが多くなった。 
これらのことから、戦略の変化は、組織構造と成員に求められる成果を変化させる

といえる。 
 
 

（2）組織構造と変革 
組織構造は、公式なコミュニケーションネットワークを規定し、非公式なコミュニ

ケーションネットワークにも影響を与える(March and Simon,1958)。本研究の調査

においても、小集団の分化の時期にはクラスターが群立し、小集団が統合する時期に

はこれらをつなぐリンクが生成したように、それぞれの組織構造ごとに、ネットワー

ク構造には異なる特徴が見られた。 
インタビューにおいては、組織変革そのものにも、「マンネリを防ぐ」、「外とのつ

ながりが切れないようにする」という効果があるという指摘があった。コミュニケー

ションネットワークを構築する（あるいは、新しく関係を持つ相手とつなぎかえる）

にはコストがかかる。とくに組織の外部者とネットワークを構築するにはより多くの

コストがかかることも指摘されている(Ibarra,1995；安田,1997)。リワイアリングの

コストという視点からみると、組織構造の枠組みを変化させる・あるいは変革に伴う

人事異動によって組織構造の枠を超えて人を異動させることは、（個人がこれまでの

ネットワークを切らないでいる限り）ネットワーク構築にかかるコストを減少させる

と考えることが出来る。 
これらのことから、組織構造とその変革はコミュニケーションネットワークに影響

を与え、そのリワイアリングコストにも影響を与えるといえる。 
 
 

（3）成員に求められる成果 
クレーンが、特に新しいパラダイムが創出される際にはコミュニケーションが活発

になることを明らかにした（Crane,1972）ように、組織においても、新しいバリエ

ーションを創出する際には、構成員同士が密接な相互作用を行える状態が望ましく

（加護野、野中ほか,2006）、創出された新しいバリエーションを組織内で共有するに

は、小集団の壁を越えた構成員のネットワークなどにより、直接（あるいは少ない媒
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介により）小集団同士がコミュニケーションを行えることが望ましい（加護野,1985）
など、求められる成果によって必要とされるコミュニケーションネットワークのあり

方は異なる。前川製作所においても、小集団の分化の時期にはクラスターの群立が見

られ、小集団の統合の時期にはクラスターをつなぐリンクの生成が見られた。 
コミュニケーションネットワークの構造が異なるのであるから、ネットワークのな

かでは当然リワイアリング（つなぎかえ）が起こっていると考えられるが、このよう

なネットワーク構造の変化は、それぞれの目的（マエカワであれば研究開発や独法の

黒字転換など）を達成するために、必要な情報や資源を持っている人を選んで、組織

成員がリワイアリングを繰り返した結果であると捉えることが出来る。 
つまり、求められる成果によって、リワイアリングの選択基準が変化し、その結果

としてコミュニケーションネットワークの構造にも変化が起こるのである。 
 
 
（4）コミュニケーションネットワーク 
組織において、ほとんど社交的である非公式のコミュニケーションと、仕事志向的

な公式のコミュニケーションとは相伴って発達する (March and Simon,1958)。イン

タビューにおいては、マエカワの技術者も、「かつて一緒に仕事をした仲間」を中心

に非公式なコミュニケーションネットワークを発達させており、この情報網から次の

プロジェクトメンバーを選ぶ場合が多いことが指摘された。 
 
特許出願に至った研究開発事例は、いわば成功事例であり、実際のコミュニケーシ

ョンネットワークの一部分ではあるが、重要な人物や関係のあり方において、組織成

員の認識するコミュニケーションネットワークとほぼ一致することが指摘された。 
この理由としては、まず公式なプロジェクトメンバーであれば、共同発明者になる

可能性は高いことが考えられる。また、プロジェクトに所属せずにアイディアを出し

た場合においても、そのアイディアが重要であり、共同発明者と認識される場合は、

「かつて一緒に仕事をした仲間」から作られる非公式のコミュニケーションネットワ

ークに高い確率で組み込まれ、後の公式・非公式のコミュニケーションネットワーク

に影響を与えることが考えられる。 
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（5）過去のネットワーク 
公式・非公式どちらのコミュニケーションネットワークも、その発達のいかなる所

与の段階においても、その徐々の変化はすでに確立されているパターンによって大き

な影響を受ける(March and Simon,1958)。マエカワにおいても、技術者の間で発展

する非公式なネットワークは、かつて一緒に仕事をした仲間から作られていることが

指摘された。 
この理由としては、いったん確立したコミュニケーションチャネルは意思決定の過

程に重要な影響を及ぼすことがあげられているが(March and Simon,1958)、後述す

るネットワーク構築のコストを考えると、新しくネットワークを築くよりも、すでに

あるネットワークが優先的に選択されやすい点も指摘できる。さらに、リワイアリン

グの選択基準を考えると、すでにネットワークが構築された相手であれば、その相手

がどのような技術や情報を持っているかを自分が知っているために選択されやすい

とも解釈できる。 
いずれにせよ、過去のコミュニケーションネットワークの構造は、現在のネットワ

ーク構造に踏襲されやすく、大きな影響を与えていることが指摘できる。 
 
 
（6）リワイアリングコスト 
新しくネットワークを構築するには時間や労力などのコストがかかるが、このコス

トは、自分の所属する組織の外部者とネットワークを構築する際にさらに大きくなる

（安田,1997; Ibarra and Hunter,2007; 清水ほか,1998）。本研究のインタビューにお

いても、外部者との共同開発によって新しい研究開発プロジェクトをはじめるには、

通常よりも労力がかかることが指摘されている。 
このコストは、新しい相手とつなぎかえる（リワイアリングする）場合にもかかる

と考えられるため、ネットワーク構築のコストがかからない過去のネットワークは優

先的に選択されやすいといえるだろう。 
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（7）リワイアリング選択基準 
社会学者の多くが指摘するように、現実社会において個人はリワイアリングの相手

をランダムに選んでいるわけではない。むしろそれぞれが持つ目的を遂行するために

見込みによって相手を絞り込み、方向性を持った探索を行うと指摘される（西

口,2007b）。本研究で扱った前川製作所の共同発明関係であれば、各発明者は業務命

令の遂行すなわち研究開発や独法の黒字転換のために、役立つ知識や技術を持ってい

ると考えられる人に絞り込んで、リワイアリングを行っていると考えるのが妥当であ

ろう。 

したがって、組織成員のリワイアリングの選択基準は、成員に求められる成果が変

化すれば、それに伴って変化する。 
 
 
（8）知識創造の成果 
創造性の源泉は主観を持つ人間であり、客体である環境に働きかけては自己認識の

修正を行い、過去の経験に新しい経験を加えることで常に自己を革新していくプロセ

スである。(井口,1992；野中ほか,2007) 
自己認識の修正を行うには、新しい情報を得る必要がある。組織における人々は、

コミュニケーションを通して一人で知覚できるよりも多くの情報を得ている。しかし、

コミュニケーションのネットワーク構造は伝達される知識の質や効率に影響を与え

る(Hansen,1999)。 
したがって、コミュニケーションネットワークの構造の変化は、成員が知覚する情

報の質や量・効率に影響を与え、知識創造の成果である知識資産（本研究では共同発

明関係を取り扱ったため、特許が知識資産として測定される）に大きな影響を与える。 
 

 

1.2 概念モデルの作成 
つぎに、ここまでに説明した概念を用いてネットワーク変化に影響を与える要因の

モデルを作成し、概念の関連を説明する。図 35 は、これまでに用いた概念の影響関

係を図示したものである。 
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図 35 ネットワーク変化要因モデル 
 
（1）概念モデルの説明 
ネットワーク変化に影響を与える要因のモデルについて説明する。まず、戦略が変

化することで、組織構造が変化し、成員に求められる成果も変化する。 
組織構造は成員の公式なコミュニケーションネットワークを規定し、非公式なコミ

ュニケーションネットワークにも影響を与えるため、組織構造の変化によって、コミ

ュニケーションネットワークにもある程度の変化が起こる。 
組織構造の変化は組織の枠組みを変化させ、外部者・内部者の区別を変化させる。

ネットワークの構築にはコストがかかるが、組織の外部者とネットワークを構築する

（あるいはリワイアリングする）には、より多くのコストがかかるため、組織構造の

枠組みとその変化によって、リワイアリングコストは変化すると考えられる。また、

組織構造の変革に伴う人事異動は、組織構造の枠を超えて人員を異動させる。外部に

異動した成員は、その時点では外部者であっても、すでに関係の築かれた同僚である。

彼らを媒介とすることで、外部者とネットワークを構築する（リワイアリングする）

コストは少なくなると考えられる。 
過去にネットワークが築かれていれば、新しくネットワークを構築するコストはか
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からない。したがって、現在の組織構造だけでなく、過去のネットワークも、リワイ

アリングコストを変化させる要因である。 
ネットワークの構築に対して、成員が費やせる時間や労力に限界があることを考え

れば、リワイアリングコストの変化は、構築されるコミュニケーションネットワーク

の構造に影響を与える。 
一方、組織成員に求められる成果の変化によって、必要とされる人員やコミュニケ

ーションのあり方も変化する。そのため、個々の組織成員がリワイアリング相手を選

択する基準も変化する。 
個々の組織成員のリワイアリング選択基準が変ることによって、それぞれのリワイ

アリングの結果として作られるコミュニケーションネットワークの構造も変化する。 
コミュニケーションネットワークはその時点での組織構造、リワイアリングコスト、

リワイアリング選択基準の影響を受けるが、コミュニケーションネットワークの構造

によって伝達できる知識の質や量、効率が異なるため、知識創造の成果（本研究では

共同発明関係を扱ったため、特許が成果となる）も変化する。 
 
 
（2）概念モデルによる解釈 
次に、作成した概念モデルを用いてマエカワの事例を解説する。 
マエカワでは、1981 年から 10 年をかけて、個々の市場に深く入り込むことを目的

として独法化が行われた。この戦略の変化によって、組織構造はグループ制から独法

制へと変り、独法は取り扱う分野によってさらに細かい独法へと分割された。 
組織構造の変化によって直接、コミュニケーションネットワークの構造も変化する

が、個々の紐帯を新しく築く（つなぎかえる）際のリワイアリングコストも変化する。

内部者のみで研究開発を行う場合はこのコストは変らないと考えられるが、個々の市

場により深く入っていき、独法が存続するだけの市場を開拓する段階では、新しくは

じまる共同開発や新しい市場の開拓のために外部者との間に密接な議論のできるス

トロングタイを築くことが求められ、非常に高いコストが必要であったと考えられる。 
同時に成員に求められる成果も変化し、個々の市場に適したアプリケーションの研

究開発が主流となった。これによって、個々の要素技術に詳しい技術者による密接な

議論が必要となった。 
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こうした変化によって、発明者ネットワークにはクラスターの群立が見られたが、

特許出願数は、特に独法制時代後期、独法がさらに分化していく時期にはやや減少し

ている。この一連の流れをモデルに当てはめると、図 36 のようになる。 
 

 
図 36 小集団へ分化する時期のネットワーク変化 

 
マエカワでは 1995 年以降現在にかけて、資本力の少ない小企業では長期的な利益

を考えた投資が出来ないという理由から、マエカワ全体をより強く認識するために、

独法の再編が行われている（露木,2003）。 
独法の再編は、似通った分野を取り扱う独法を大ぐくり化するという方法で行われ、 

調査の最終年度である 2003 年度においては、マエカワ全体の社員数は大きく変動し

ていないが、独法の数は三分の一程度に減少している。 
こうした組織構造の変化によって、直接コミュニケーションネットワークの構造も

変化するが、個々の紐帯をつなぎかえる際のリワイアリングのコストも変化する。内

部者のみで研究開発を行う場合はこのコストは変らないが、独法の再編（大ぐくり化）

によって、内部者は相対的に増えると考えられる。さらに、この時期には直接研究開

発に携わっていた技術研究所の技術者が独法へと異動したが、外部者（独法成員）と

研究開発を行う場合には彼らを媒介とすることで、コストが減少すると考えられる。 
同時に成員に求められる成果も変化し、研究開発テーマの主流は、これまでの個々

の要素技術を統合したトータルプラントの開発などが多くなった。これによって、
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個々の要素技術に特化した技術者が再び集められたと考えられる。 
こうした変化によって、この時期の共同発明ネットワークには個々のクラスターを

つなぐリンクが生成し、ネットワークはスモールワールド化した。 
さらにいうと、スモールワールド構造は情報伝達効率に優れた構造であるため、コ

ミュニケーションネットワークがスモールワールド構造になることで、組織成員の間

では、より情報の共有が進むと考えられる。発明者ネットワークがスモールワールド

化したこの時期からは、知識創造の成果（特許）は順調に増加している。 
この一連の流れをモデルに当てはめると、図 37 のようになる。 

 

 

図 37 小集団が統合する時期のネットワーク変化 
 
 
 
 

1.3 先行研究との差分 
本研究は、特許情報を通して人々のネットワーク構造と組織の知識創造の成果の関

連について明らかにし、組織構造や変革などの要因が人々のネットワーク構造の変化

に与える影響について考察することを目的としている。 

人々のネットワークと知識創造の成果、組織構造や変革などの要因がネットワーク
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構造に与える影響に関しては、知識創造理論や組織論、ソーシャルキャピタル論など

において要素間の関連が明らかにされ、事例研究もおこなわれている。 
先行研究からは、主として以下の 4 点が明らかになった。 

1．知識創造は人々の社会的な相互作用を通じて行われるが、組織の役割は知識創造

のためのより良い条件を作り出すことである。 
2．組織のコミュニケーションネットワークは組織構造・変革や過去のネットワーク

の影響を受けて徐々に変化する。 
3．ソーシャルキャピタルの蓄積はコミュニティの創造性を増加させるが、実際にネ

ットワークを構築・維持するにはコストがかかる。 
4．ネットワークの在り方（紐帯の強さ・ネットワーク構造）は伝えられる情報や所

属する人々の特性に影響を与える。 
 
戦略の変化と組織の要素、組織の成果については、チャンドラーの示した、組織変

数とその適合のモデルが本研究に重要な示唆を与えている。さらに第 2 章に示したよ

うに、ソーシャルキャピタル論や研究開発論の事例研究には、多様なネットワークと

コミュニティや組織の成果の事例が示されている。 
 しかしこれらの研究は静的であり、その一時点のネットワークしか取り扱っていな

い。ネットワークが変化するのであるから、ネットワークの中ではリワイアリングが

起こっていると考えられるが、ネットワークの変化を長期間同じ指標で明らかにした

実証研究は少ない。 
本研究の先行研究との差分は、ネットワークの変化に着目し、すでに詳細な記述研

究のある前川製作所(マエカワ)を対象に特許情報を用いたネットワーク分析を行い、

ネットワークの変化を長期間、同じ指標で明らかにし、重要人物の変化およびネット

ワーク構造の変化の原因を指摘し、スモールワールド性が高いほど企業のイノベーシ

ョン能力が高いことを明らかにしたこと、そしてネットワークの変化に関して影響を

与える要素の関連を「リワイアリングコスト」「リワイアリング選択基準」という二

つの概念を用いて明らかにしたことである。 
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第２節 リサーチクエスチョンへの回答 
本節では、これまでの研究結果と作成したモデルを概観して二つの SRQ に答え、

MRQ への解答を導出する。 
 
 

2.1 ＳＲＱへの回答  

 
（１）SRQ１への回答 

 
SRQ1 
組織構成員のどのようなネットワーク構造が企業のイノベーション能力を 
増加させるのか 
 
Answer 
ウィークタイとストロングタイの両方を持ち、さらに情報伝達効率に優れている 
スモールワールド構造が、企業のイノベーション能力と高い相関がある。 

 
まず、知識は暗黙知と形式知が社会的相互作用を通じて相互変換されることで創造

され、既存の知識から飛躍した知識を創造するには異なる視点を持つ人々との交流に

よってもたらされる視座の転換が必要である。 
企業における人々の相互作用の結果ともいえる人々のコミュニケーションネット

ワークは知識の伝達経路でもあるが、その紐帯（リンク）の強さは、伝達できる知識

の質や量、その維持コストに影響を与える。 
ストロングタイは密接なコミュニケーションを必要とするためコストが高く、この

紐帯によって結ばれた人々は密接なコミュニケーションによって背景情報の多くを

共有しているため、これによって得られる情報は本人にとって既知である場合が多い。

しかしそれゆえに、ストロングタイは暗黙的な知識の伝達が可能である。 
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一方、ウィークタイはまれにコミュニケーションをとるだけでよいため維持コスト

が低く、この紐帯で結ばれた人々は普段の生活圏が異なるため背景情報の共有が少な

く、その視点も異なっている。これによって本人の知らない新鮮な情報を得たり、異

なる視点に触れることで視座の転換がもたらされる可能性が高いが、しかしそれゆえ

にウィークタイは暗黙的な知識の伝達が難しい。 
さらに、ソーシャルキャピタルの蓄積は全体と所属する個人に利益をもたらすこと

が知られているが、ネットワークの構築にはコストがかかり、特に外部者と新しくネ

ットワークを構築するには大きなコストがかかる。したがって、知識創造の効率化を

図るには、情報伝達において効率的なネットワーク構造が求められる。 
これらのことを考えると、企業における知識創造を促進するためには、組織成員の

コミュニケーションネットワークの中にストロングタイとウィークタイが両方存在

し、そのネットワーク構造が情報伝達効率に優れていることが望ましいといえるだろ

う。 
スモールワールド現象はネットワーク内のごく少数のノードがリワイアリングす

ることによってネットワークの情報伝達効率が飛躍的に上昇する現象であるが、ネッ

トワークのスモールワールド性はクラスター密度の高さと、平均経路長の短さによっ

て規定される。この特徴は組織の革新プロセスにおいて必要とされる二つのネットワ

ーク構造（密接な議論を行える小集団と小集団の壁を越えて築かれた非公式なネット

ワーク）とも一致する。 
本研究では特許情報より研究開発組織におけるコミュニケーションネットワーク

の構造とイノベーション能力を調査し、発明者ネットワークのスモールワールド性が

高いときほど、企業のイノベーション能力（特許出願数）が高いことが明らかになっ

た。 
これらのことから、組織構成員のコミュニケーションネットワーク構造のスモール

ワールド性の高さが、企業のイノベーション能力を増加させるといえる。 
 
 
（２）SRQ2 への回答 
 

SRQ2 
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イノベーションに最適な組織構成員のネットワーク構造はどのように作られるの

か 
Answer 
ネットワークのスモールワールド性は、小集団の分化の時期にクラスターが群立し、

と小集団の統合の時期にこれらをつなぐリンクが出来るという二つのプロセスを

経て増加した。 
 
SRQ２はネットワークの変化に関する問いである。 
まず、ネットワークにおける個人の位置の変化に目を向ける。ネットワークのうえ

で、ある個人はその紐帯の数や媒介性において、ほかの個人よりもより重要な位置を

占めているという指摘がある。 
研究開発組織のコミュニケーションネットワークについては、管理者や学位・特に

優れた技術をもつ、ゲートキーパーと呼ばれる一部の技術者が、内部ネットワークの

中心人物であると同時に外部につながるネットワークを持っているという指摘があ

る。この指摘に解釈を加えると、ウィークタイは生活圏が異なる人をつなぐ紐帯であ

るので、外部につながるネットワークの一種であると考えることができ、内部ネット

ワークの中心人物が、ウィークタイを持っている可能性が高いと考えられる。 
本研究では共同発明関係から研究開発にかかわるコミュニケーションネットワー

クを分析することでネットワークにおける中心人物を明らかにし、さらに媒介性が高

く、次数が低いノードがウィークタイを持つ発明者であると定義して、彼らの人脈を

調べるため、彼らが過去にネットワークのどのような位置にいたかを明らかにした。 
調査の結果、マエカワにおいては、「昔一緒に働いた仲間」を中心に作られる非公

式なネットワークが発達しているが、ネットワークの重要人物は、管理者や学位・特

に優れた技術をもつ技術者であり、ウィークタイを持つ技術者のうち大半が過去にお

いて平均より多くの多くの紐帯をもつ人であることがわかった。 
ウィークタイはストロングタイと同様、知識創造において必要であり、視座の転換

をもたらすことは前述したとおりだが、共同発明関係が公式・非公式のコミュニケー

ションネットワークのうちいわば成功事例であることを考えると、彼らの持つ過去の

業績や人脈が、ウィークタイを活用できる状況を作り出したと考えることができる。

このことは、個人が過去に持つ人脈が、その組織においてウィークタイを活用できる



 108

か否かに影響を与えている可能性を示唆している。 
次に、ネットワーク全体の変化に目を向ける。組織論において、組織構造は公式な

コミュニケーションネットワークを規定することが指摘されている。そして、公式な

コミュニケーションネットワークと、非公式なコミュニケーションネットワークは相

伴って発達し、その徐々の変化は、すでに確立されている（所与の）パターンの影響

を受ける。したがって、組織構造の変化と過去のネットワークは公式･非公式両方の

ネットワークに影響を与える。 
また、ソーシャルキャピタル論において、たとえば学術コミュニティにおいて新し

いパラダイムが創出される際には人々のコミュニケーションが活発になるなど、求め

られる成果によって必要とされるコミュニケーションネットワークは異なることが

明らかにされている。 
これらのことを考えると、組織構造、過去のネットワーク、成員に求められる成果

が組織成員のコミュニケーションネットワークに影響を与える要因であると考えら

れるが、本研究ではリワイアリングコスト、リワイアリング選択基準という概念を入

れることでその変化の過程を説明している。 
第 5 章の分析によって、マエカワにおいては、ネットワーク構造がスモールワール

ド化するとき、イノベーション能力が増加していることがわかったが、このネットワ

ークのスモールワールド性は、クラスター密度の高さと平均経路長の短さによって高

くなるものである。 
マエカワでは組織構造が小集団に分化する時期には、成員に求められる成果も個々

の市場に適したアプリケーションの開発に移行し、共同発明ネットワークには小規模

クラスターの群立が起こった。そして小集団に分化した組織が再び統合される時期に

は、成員に求められる成果も要素技術を統合したトータルプラントの研究開発などに

なり、共同発明ネットワークにも小規模クラスター間をつなぐリンクが生成したこと

がわかった。 
つまりマエカワでは、戦略の変化によって組織構造が変化したわけだが、小集団の

分化の時期に起こったクラスターの群立と、小集団の統合の時期に起こったクラスタ

ーをつなぐリンクの生成、この二つのプロセスを経て、ネットワークのスモールワー

ルド性が増加したのである。 
このことからイノベーションに最適なネットワーク構造は一つの組織構造によっ
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て作られたのではなく、組織変革を挟む二つのプロセスを通して作られたことが指摘

できる。 
いいかえると、最適なネットワーク構造を築くには、組織構造・求められる成果の

変化が必要であった。 
 
 

2.2 ＭＲＱへの回答 
本項では、前項で回答した二つの SRQ への回答を踏まえ、MRQ の回答を導出する。 
 

MRQ． 
企業組織において、知識創造に最適な構成員のネットワークを築くにはどうすれば 
良いか。 
 
Answer. 
組織の非公式なネットワークのダイナミクスを把握し、組織成員の「かつての人脈」 
を生かせる人員配置を行うとともに、適度に組織構造を変化させ、組織を流動的に

保つことが重要である。 
 
ネットワークのスモールワールド性が高いほどイノベーション能力が高いことは 

前述したとおりだが、ネットワークがスモールワールド化に直接影響を与えたと考え

られる組織構造・リワイアリングコストとリワイアリングの選択基準に焦点を当てて

説明する。 
まず、組織構造とリワイアリングコストの面から解釈を加える。前川製作所におい

て研究開発に携わる技術者の間には、「昔一緒に仕事をした仲間」を中心に非公式な

コミュニケーションネットワークが発展しており、こうしたネットワークを通してメ

ンバーを選んだり、研究開発に関する情報を得ていることが指摘された。 
一方、組織構造は公式なコミュニケーションネットワークを規定し、非公式なコミ

ュニケーションネットワークにも影響を与える。こうした組織構造の変化は、組織成

員にとって不安定な環境をもたらすが、非公式なコミュニケーションネットワークを
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再認識させるという効果も指摘されている。 
しかし、新しくネットワークを構築するにはコストがかかり、特に外部者との間に

ネットワークを構築する際、そのコストは大きくなるという指摘もある。 
本調査で明らかになった前川製作所の共同発明者ネットワークは、ネットワークの 

構造が大きくが変化しているのであるから、一つ一つのノードである発明者もリワイ

アリングしていると考えられる。 
リワイアリングする際、リワイアリングの相手が新しく接続するノードであれば、

ネットワーク構築にはコストがかかるであるからリワイアリングにもコストがかか

るし、特に外部者と新しく紐帯を作成する際にはより多くのコストがかかるといえる。 
しかしリワイアリングの相手が既に一度接続したことのある相手であったり、外部

者と新しく紐帯を築く場合であっても仲介者がいるのであれば、すでに信頼関係が築

かれているためそのコストは減少する。 
つまり、ネットワークのスモールワールド化にはリワイアリングが必要であるが、 

その土台として潜在的なネットワークが広く張り巡らされているほど、リワイアリン

グは容易になるのである。 
もちろん、紐帯は構築するだけでなく、その維持にもコストがかかることが指摘さ

れている。潜在的にネットワークを広げていれば、ある程度の維持コストが必要であ

る。ただし、紐帯の維持コストはその紐帯の強さによって異なり、ウィークタイであ

れば低いコストで済むことが指摘されている。 
これらのことを考えると、あらかじめ組織における個人が、昔一緒に働いた仲間同 

士の関係（人脈）を、ウィークタイとして維持していることが望ましい。 
さらに、ウィークタイを活用できた人は過去において平均よりも高い次数（共同発

明関係）を持っていることも明らかになった。このことからウィークタイはより多く

の人脈や業績を持つ技術者のほうが活用しやすいと考えられるが、「昔一緒に働いた

仲間」との関係をウィークタイとして維持することは、個々の技術者にとっても利益

をもたらすと考えられる。 
 
次に、リワイアリングの選択基準に焦点を当てて説明する。人間関係のネットワー 

クがスモールワールド化する過程については、温州の外出人ネットワークを対象とし

た研究があり、前川製作所の事例もこれに当てはめて解釈することができる。 
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温州の外出人ネットワークは、まず最初に幾人かの温州人が苦労してそれぞれ外国

へ出稼ぎに行き、そこである程度生活のめどがたつと親戚を呼び寄せて家族で移住し、

最後に各地に移動した親せきのつてをたどって事業を拡大するという過程をたどっ

てスモールワールド化した。 
この過程においても、分散して外国に住みこみ家族で移住するという小規模クラス

ターの群立と、親戚のつてをたどって事業を拡大するという小規模クラスター同士を

つなぐリンクの生成というネットワーク成長の方向性の変化が見られる。 
コミュニケーションネットワークにおける個人のレベルで考えると、外国へ出稼ぎ 

に行く時期、親戚のつてをたどって事業を拡大する時期、それぞれの時期において、

個人はその目的に応じてリワイアリングを行っていると考えられるが、ネットワーク

の成長の方向性が変化したのは、ある時を境に、個人に求められる成果が変化し、リ

ワイアリングの選択基準が変わったからであると考えられる。 
流動的な小集団の集合体ともいうべき組織構造をとるマエカワにおける、共同発明 

ネットワークの成長もこれと同じ解釈ができる。 
つまり、小集団にわかれて各市場に入り込む時期、小集団内で培われた技術をつな

ぎ合わせてトータルプラントを開発する時期、それぞれの時期において、個人はその

目的に応じでリワイアリングを行った結果、ネットワークの成長の方向性が変化し、

ネットワークはスモールワールド化したのである。 
マエカワは流動的な小集団の集合体ともいえる組織構造をとっている。しかし、そ 

れぞれの小集団が一つの目的を達成するためだけに適応し、組織構造が固定化してい

たのでは、小集団の再編の時期に起こったクラスター間をつなぐリンクの生成が行わ

れず、ネットワークのスモールワールド化は起こらなかったと考えられる。 
これらのことから、組織の戦略と組織構造がある程度柔軟であることがネットワー 

クの成長の方向性を変化させ、スモールワールド化につながると考えられる。 
 
 

 

第３節 研究の含意 
本項では、ここまでの研究と調査とを俯瞰して、研究の理論的含意と実践的含意を
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述べ、今後の展望を述べる。 
 

 

3.1 理論的含意 
 
（1）新しい概念を用いたネットワーク変化の説明 
本研究の第一の理論的含意は、ネットワークの変化に着目し、「リワイアリングコ

スト」と「リワイアリング選択基準」という概念を用いて、成員のコミュニケーショ

ンネットワーク構造の変化に影響を与える概念の関連を説明したことである。 
知識創造理論において、創造性の源泉は主観を持つ個人であり、個人の認識を外界

に発信し自己修正を行っていくプロセスであると指摘されるが、その中でも既存の知

識から飛躍した知識を創造するには、異質な視点を持つ人々との相互作用によっても

たらされる視座の転換が必要である。 
一方、人々の関係に関して多くの蓄積があるソーシャルキャピタル論においても、

信頼やネットワークの蓄積は、コミュニティの創造性を増加させるが、ネットワーク

の構築・維持にはコストがかかることなどが指摘されている。 
これらの研究から、成員のネットワーク構造がコミュニティや組織の知識創造の成

果に影響を与えることは明らかであり、このテーマについては数多くの実証研究が存

在するが、これらの多くが静的な研究であり、一時点のネットワークを扱っている。

しかし、現実社会における人間関係は常に変化している。したがって、知識創造に影

響を与える人々のネットワークも変化していると考えられる。 
本研究の貢献は、こうした問題意識を持ち、ネットワークの変化に着目して企業に

おいてネットワーク構造に影響を与えると考えられる「組織構造・変革」と「成員の

ネットワーク構造」・「知識創造の成果」の関連について実証研究を行い、「リワイア

リングコスト」「リワイアリング選択基準」という概念を用いて説明したことである。 
 

（2）異なる視点からの定量分析 
第二の理論的含意は、先行研究の豊富な企業について異なる着眼点からの分析を行

い、具体的にどのようなネットワーク構造が企業のイノベーション能力の増加に貢献
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しているのかという問いに対して、定量的な分析結果をだしたことである。 
組織論において、前川製作所は豊富な先行研究のある企業である（北矢,1987；柴

田,1996；露木,2003）特にその特殊な組織構造は、組織成員の人間関係に影響を与え、

その結果築かれる独特な人間関係の構造は、マエカワが継続的なイノベーションに成

功している要因だと指摘されている（織畑,1998; 野中ほか,2006）。 
本研究は、これらの先行研究をレビューしたうえで、これまでとは異なるネットワ

ーク分析という手法を用いて、ネットワーク構造の推移を視覚的に把握し、先行研究

に指摘されていた「密度の高い議論の出来る小集団」「小集団の壁を越えた非公式の

ネットワーク」の存在を定量的な分析により確認した。 
さらに、どのような人間関係構造がイノベーション能力の増加に貢献しているのか

という問いに対して、ＡＫ（平均次数）ＲＡ（到達可能性） ＳＷＩ（スモールワー

ルド性）の三つの指標を用いて評価し、特にＳＷＩ（スモールワールド性）が企業の

特許出願数と高い相関があることを明らかにした。 
この結果からは、企業のイノベーション能力の増加には、共同発明者を多くするこ

とや、異分野の技術者の協働の機会を多くすることよりも、ネットワークをスモール

ワールド化することが、より有益であるということが明らかになった。また、長期間

に同じ指標で構造分析し、組織構造･変革など組織的要因が、こうしたネットワーク

の変化に与えた影響についても明らかにしている。 
 

 

3.2 実践的含意 
 
（1）新手法の提案 
本手法の第一の実践的含意は、研究開発組織におけるコミュニケーションネットワ

ークの測定を測定し、ネットワークの重要人物、ネットワーク構造の推移を明らかに

する新しい調査手法を提案したことである。 
近年、ナレッジデータベースやグループウェアなどの研究開発が進んでいるが、よ

り有効なツールの開発には、適用すべき組織における既存のコミュニケーションネッ

トワークを把握することが重要であると考えられる。 
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本手法は特許情報より調査対象企業が出願する特許の共同発明関係を抽出し、発明

者氏名をノード、共同発明関係をリンクとして共同発明ネットワークを可視化・分析

するものである。本手法の利点は行政が管理する精密なデータによって、長期間同じ

指標でコミュニケーションネットワークを分析できることである。特許出願はイノベ

ーションのアウトプット指標に用いられる指標であり、発明者はアイディアを出した

人と解釈されるため、本手法を用いることで、研究開発組織における人々のコミュニ

ケーションネットワーク構造を長期間、同じ指標で視覚的にとらえ、研究開発におけ

る重要人物やネットワーク構造の推移について分析することが可能である。 
ただし、本調査手法の適用は、以下の条件を満たす研究開発組織に限られる。まず、

特許情報を用いているので、特許を出願している研究開発組織であること。また、特

許を出願していても、ごく少数である場合は、その研究開発組織においては特許出願

が重要視されていない可能性があるため、適用が難しい。 
また、少数の発明者のみが常に単独で出している場合は、多数の特許を持つ発明者

は研究開発における重要人物であると考えられる。しかし、共同発明関係がすくない

ため、本手法によっては研究開発におけるコミュニケーションネットワーク構造は測

定できない。 
 
 
（2）成員個人の「人脈」の価値 
第二には、組織内部（および周辺）における、組織成員個人の人脈の価値を指摘し

たことである。 
本研究では組織変革の重要性を指摘しているが、組織変革それ自体は組織成員にと

って不安定な環境を作り出すし、組織変革に伴う人事異動は、個人を慣れ親しんだ環

境からまったく新しい環境へ異動させ、一から関係を築き直す必要があるため、個人

に大きなストレスを与えるとも考えられる。 
しかし前川製作所では、「人間関係ができている」ことが物事を円滑に進める、あ

るいは新しいプロジェクトなどを起こす上で重要な要素であることが認識されてい

る（露木,2003）。また、人事考課の中に「関係性」という項目があるため、少なくと

も上司は、成員個人が、組織の内部（あるいは外部）のどこにどの程度人脈を持って

いるかを把握していると考えられる。 
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リワイアリングコストについて述べたように、新しく関係を構築するにはコストが

かかる。しかし、あらかじめ関係が築かれている相手と再度共働する場合や、仲介者

がいる場合、そのコストは軽減される。 
人事異動によってこれまでの人脈がまったく生かされない場合は、その人事異動は

個人にとっても、組織にとっても負担の大きいものになるが、これまでの人脈を生か

せる場合はそのコストが少なくなると考えられる。 
そのためには人脈を切らない工夫が必要である。工夫の一つとしては、成員のこれ

までの人脈を行かす人事異動を行うことである。これには組織の制度としてある程度

関係性を把握する仕組みが必要となる。 
もう一つの方法は、人脈をウィークタイとして維持しておくことである。リンクの

維持にはコストがかかり、ストロングタイは特に大きなコストが必要である。しかし

ウィークタイはコストが低く、まれに会うだけでよいため、維持にかかるコストがす

くない。これには個人心がけがもっとも必要になるが、比較的気軽に始められる方法

である。 
 

 

 

3.3 今後の展望 
最後に、今後の展望について述べる。まず、他社においても同様の調査を行い、本

研究で作成したネットワーク変化に影響を与える要素のモデルの適合性について検

討を加えることが急務である。 
つぎに、重要人物およびネットワーク構造の測定について、先行研究で用いられて

いるアンケート等ほかの測定手法ともクロスさせて、より確実なコミュニケーション

ネットワークの調査手法を提案したいと考える。 
野中によると、知識創造は人々の関係性の中で行われ、コミュニケーションネット

ワークは場とともに、知識創造において重要視される要素である。人々の関係が重要

であることはソーシャルキャピタルとしても認識されているが知識と同様に、目に見

えない資産であるために把握・活用されているものはごく一部であると考えられる。

筆者は本手法を洗練させることで、知識創造を促進するために必要な要素である関係
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性の把握に役立てたいと考えている。 
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付記 

 

1 ネットワーク分析について 

1.1 ネットワーク可視化図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（図 20）1973 年の発明者ネットワーク 
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（図 37）1974 年の発明者ネットワーク 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 

（図 38）1975 年の発明者ネットワーク 
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（図 39）1976 年の発明者ネットワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（図 40）1977 年の発明者ネットワーク 
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（図 21）1978 年の発明者ネットワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（図 41）1979 年の発明者ネットワーク 
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（図 42）1980 年の発明者ネットワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（図 43）1981 年の発明者ネットワーク 
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（図 44）1982 年の発明者ネットワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（図 22）1983 年の発明者ネットワーク 
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（図 45）1984 年の発明者ネットワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（図 46）1985 年の発明者ネットワーク 
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（図 47）1986 年の発明者ネットワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（図 48）1987 年の発明者ネットワーク 
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（図 23）1988 年の発明者ネットワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（図 49）1989 年の発明者ネットワーク 
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（図 50）1990 年の発明者ネットワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（図 51）1991 年の発明者ネットワーク 
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（図 52）1992 年の発明者ネットワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（図 24）1993 年の発明者ネットワーク 
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（図 53）1994 年の発明者ネットワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（図 54）1995 年の発明者ネットワーク 



 141

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（図 55）1996 年の発明者ネットワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（図 56）1997 年の発明者ネットワーク 
 



 142

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（図 25）1998 年の発明者ネットワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（図 57）1999 年の発明者ネットワーク 
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（図 58）2000 年の発明者ネットワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（図 59）2001 年の発明者ネットワーク 
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（図 60）2002 年の発明者ネットワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（図 26）2003 年の発明者ネットワーク 
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1.2 ＳＷＩに関する基礎統計量（全年） 
 

 

Yeaｒ 
N 
In component 

Ｋ 
Average degree 

C 

Actual 

C 

Random 
L 

Actual 

L 

Random  SWI 

1973 4 1.555556 0.259259 0.388889 1.333333 3.1376 1.5688

1974 10 1.833333 0.180556 0.183333 2.111111 3.798794 1.772165

1975 9 2.428571 0.522109 0.269841 2.428571 2.476295 1.972896

1976 7 2 0.413333 0.285714 1.619048 2.807355 2.508454

1977 13 2.933333 0.588687 0.225641 1.858974 2.383473 3.345054

1978 8 2 0.370748 0.25 1.607143 3 4.395529

1979 6 1.5 0 0.25 1.866667 4.419023 0

1980 4 1.5 0.291667 0.375 1.333333 3.419023 1.99443

1981 18 7.153846 0.635747 0.397436 1.418301 1.468946 1.65674

1982 13 2.5 0.537273 0.192308 1.833333 2.799275 4.265817

1983 15 4.368421 0.762531 0.291228 1.742857 1.836711 2.75933

1984 5 1.5 0.322917 0.3 1.5 3.969362 2.848385

1985 12 2.608696 0.549517 0.217391 1.893939 2.591548 3.458853

1986 32 4.55814 0.705257 0.142442 2.008065 2.284727 5.63335

1987 10 2.923077 0.698718 0.292308 1.666667 2.146659 3.07876

1988 19 4.413793 0.729443 0.232305 1.94152 1.983142 3.207338

1989 11 3.066667 0.868571 0.278788 1.8 2.139848 3.703754

1990 9 2.432432 0.656757 0.27027 1.777778 2.47187 3.378737

1991 42 6.609756 0.852341 0.157375 2.031359 1.979125 5.276715

1992 22 4.888889 0.85134 0.222222 1.692641 1.94777 4.408476

1993 14 4.173913 0.784932 0.298137 1.494505 1.846975 3.25372

1994 8 2.222222 0.528704 0.277778 1.928571 2.60416 2.570081

1995 13 4.310345 0.827691 0.331565 1.487179 1.755591 2.946858

1996 10 3 0.72381 0.3 1.755556 2.095903 2.880446

1997 25 3.721519 0.796163 0.148861 2.456667 2.449431 5.332624

1998 30 3.432432 0.770571 0.114414 3.121839 2.757871 5.949701

1999 28 4.245283 0.876669 0.151617 2.367725 2.304734 5.62829

2000 51 4.564885 0.847522 0.089508 2.623529 2.589464 9.39

2001 55 4.682927 0.842595 0.085144 2.86734 2.595552 8.958076

2002 43 4.676692 0.872279 0.10876 2.51495 2.438236 7.775554

2003 106 4.970588 0.817947 0.046892 4.361725 2.908218 11.63032

（表 8）SWI に関する基礎統計量 
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2 インタビューについて 
 

2.1 インタビュー日程とインタビュイー 
インタビュー日時・場所 
 
2006 年 11 月 21 日 前川製作所東京本社 
万本信三氏（総合プロジェクト企画室技術開発担当 執行役員） 
 
2006 年 11 月 22 日 前川製作所守谷工場技術研究所 
猪野展海氏（猪野研究室） 
寒風澤敏和氏（知財グループリーダー） 
 
2006 年 11 月 24 日 前川製作所守谷工場技術研究所 
川村邦明氏（常務取締役兼技術研究所所長） 
 
2006 年 11 月 25 日 前川製作所東京本社 
岩崎嘉夫氏（専務取締役） 
河野郁徳氏（総合プロジェクト企画室執行役員） 
佐野誠氏（前川製作所執行役員、元技術研究所所長） 
（露木恵美子氏(明海大学助教授、元前川製作所社員)） 
 
インタビュー時間は、非公式なものを含めると 10 時間以上に及ぶ。 
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